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はじめに 

 

 

 本市では、平成 9 年に「男女共同参画都市宣言」を行い、平成 19 年には「男女共同参画推進条例」

を制定するなど、他の自治体に先がけて男女共同参画社会の実現に向けた取組みを進めてまいりまし

た。近年では、平成 24 年に策定した「羽村市男女共同参画基本計画」に掲げる将来像「一人ひとり

が自分らしく、いきいきと暮らせる“はむら”」の創造を目指し、さまざまな施策を推進しています。 

 我が国においては、急速な少子高齢化と人口減少の進展により、労働力人口の減少が進み、産業構

造、地域コミュニティや家族のあり方などにも大きな変化をもたらしています。また、こうした変化

などに起因して、配偶者に対する暴力の社会問題化や、女性の貧困、地域の絆の弱まりなど、さまざ

まな課題が生じています。 

国では、こうした状況を踏まえ、平成 28 年 4 月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（女性活躍推進法）」を施行するなど、男女共同参画社会の実現に向けた新たな取組みが推進され

ています。 

 本市においても、同様の諸課題が生じており、引き続き、男女共同参画社会の実現に向けた取組み

を強力に推進していく必要があることから、このたび、「第 4 次羽村市男女共同参画基本計画」を策定

いたしました。 

 この計画では、これまでの計画に掲げた将来像を継承し、女性の活躍の推進などの新たな視点を含

めた 6 つの基本目標を設定し、さまざまな施策を展開していくこととしています。 

今後も引き続き、男女共同参画社会の実現に向けて、計画に掲げた施策の着実な推進に取り組んで

まいりますので、市民・団体・事業者の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

結びに、本計画の策定にあたり、ご審議を重ねていただきました「羽村市男女共同参画推進会議」

の皆様を始め、ご意見・ご提案をお寄せいただきました多くの市民の皆様、羽村市議会、関係各位に

心から感謝申し上げます。 

 

 

 

平成２9 年 3 月 

 

                  羽村市長  並 木  心 
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第１章 計画の基本的な考え方 

 

１ 世界の動き                                

国際連合は、1975年（昭和50年）を「国際婦人年」とし、「平等・発展・平和」をテーマに「世

界行動計画」を定め、続く1976年（昭和51年）からの10年間を「国際婦人の十年」として、男

女平等や女性の地位向上のため、世界規模での運動を展開してきました。 

1995年（平成7年）には北京において「第4回世界女性会議」が開催され、2000年（平成12

年）までに各国および国際社会がとるべき12の問題領域を設定し、女性の地位向上とエンパワーメ

ント＊を前提に、戦略目標および行動計画が示されました。 

これに続き、2000年（平成12年）にはニューヨークにおいて、国連特別総会「女性2000年会

議」が開催され、「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ」（成果文書）

が採択され、女性への暴力に対処する法律の整備などが盛り込まれました。 

さらに、2005年（平成17年）には「第49回国連婦人の地位委員会」（国連「北京＋10」世界

閣僚級会合）がニューヨークにおいて開催され、「北京宣言及び行動綱領」および「女性2000年

会議の成果文書」を再認識し、これらの完全実施に向けた一層の取組みを国際社会に求める「宣言

文」の採択と、「国内政策及び計画におけるジェンダー＊主流化」、「さまざまな災害後の救済、回

復、復興取組におけるジェンダー視点の統合」などの10の決議が採択されました。 

また、2010年（平成22年）の「第54回国連婦人の地位委員会（国連「北京＋15」世界閣僚級

会合）、2015年（平成27年）の「第59回国連女性の地位委員会（国連「北京＋20」世界閣僚級

会合）では、「北京宣言及び行動綱領」や「女性2000年会議成果文書」の実施状況が協議され、

一層の取組みを求める宣言が採択されたほか、「第56回国連婦人の地位委員会」では、「自然災害

におけるジェンダー平等と女性のエンパワ—メント」の決議案が採択されました。 

そして、2011年（平成23年）に発足した「ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための

国際機関（UN Women）」を中心に、女性の地位向上を求める動きはますます活発化しています。 

 

 

２ 国の動き                                 

我が国においても、世界の動きにあわせ、男女共同参画の推進を図るためのさまざまな取組みが

行われ、1999年（平成11年）6月には、男女共同参画社会＊の実現を21世紀における我が国の最

重要課題として位置付けた「男女共同参画社会基本法」が制定され、翌2000年（平成12年）には

「男女共同参画基本計画」が策定されました。 

その後、国内外のさまざまな状況の変化に伴い、これまでの取組みを評価・総括し、2005年（平

成17年）12月には「第２次男女共同参画基本計画」が、2010年（平成22年）12月には、「第

３次男女共同参画基本計画」が策定され、「男女共同参画社会基本法」施行後10年間の反省を踏ま

え、より実効性のあるアクション・プランとしての取組みが進められました。 

2007年（平成19年）には、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス＊）憲章」および

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」が策定されたほか、「雇用分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法＊）」も改正されています。 
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また、2009年（平成21年）には、「育児・介護休業法＊」が大幅に改正され、2013年（平成

25年）には、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」が、2014年（平成26年）には、「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」が改正されました。 

さらに、2015年（平成27年）8月には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女

性活躍推進法）」が成立し、2016年（平成28年）4月より施行されました。これにより、国や地

方公共団体、労働者が300人以上の民間事業主については、女性の活躍推進に向けた事業主行動計

画の策定が義務づけられました。 

こうした流れを経て、国では、2015年（平成27年）12月に、「第4次男女共同参画基本計画」

が閣議決定されました。「第4次男女共同参画基本計画」では、男女共同参画社会の実現に向け、

12の分野にわたり、男女共同参画を推進するための施策を推進していくこととし、特に、「あらゆ

る分野における女性の活躍」、「安全・安心な暮らしの実現」、「男女共同参画社会の実現に向け

た基盤の整備」、「推進体制の整備・強化」の項目が改めて強調されています。 

 

 

３ 東京都の動き                               

東京都においては、国の法律を受けて、2000年（平成12年）に「東京都男女平等参画基本条例」

を制定し、これに基づき、2002年（平成14年）に「男女平等参画のための東京都行動計画（チャ

ンス＆サポート東京プラン2002）」を策定し、総合的かつ計画的に男女平等参画施策を推進して

きました。 

その後、2007年（平成19年）に行動計画を改定し、2011年（平成23年）度までの 5年間を

計画期間とする「チャンス＆サポート東京プラン2007」を策定しました。この計画では、「仕事

と生活の調和の推進」と「女性のチャレンジ支援の推進」を主要な柱とするとともに、雇用におけ

る男女平等参画の促進、男女平等を阻害する暴力への取組みなど、さまざまな分野で施策を推進し

てきました。 

さらに、2012年（平成24年）3月には、「男女平等参画のための東京都行動計画（チャンス＆

サポート東京プラン2012）」を策定し、「働く場における男女平等参画の促進」、「仕事と家庭・

地域生活の調和がとれた生活の実現」、「特別な配慮を必要とする男女への支援」、「配偶者から

の暴力の防止」の４つの重点課題を掲げ、目指すべき男女平等参画社会の実現に向けた取組みを推

進してきました。 

また、配偶者暴力については、2006年（平成18年）に「東京都配偶者暴力対策基本計画」が策

定されました。その後、法改正や被害の実態調査、社会情勢の変化などを踏まえ、2012年（平成

24年）3月に改定され、施策を実施してきました。 

そして、2016年（平成28年）には、国の第４次男女共同参画基本計画が策定されたこと、「女

性の職業生活における活動の推進に関する法律（女性活躍推進法）」が施行されたことにより、2017

年（平成29年）3月に「東京都男女平等参画推進総合計画（仮称）」、「東京都女性活躍推進計画」

を策定するとともに、「東京都配偶者暴力対策基本計画」を改定しました。 
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４ 羽村市の動き                               

羽村市では、1993年（平成5年）に初めての行動計画である「羽村市女性行動計画」を策定し、

男女共同参画に対する市民の気運が高まる中、市の姿勢と取組みを広くアピールするため、1997

年（平成9年）に「男女共同参画都市宣言」を行いました。 

その後、女性を取り巻く国内外の環境が大きく変化し、新たに取り組むべき課題が数多く生じて

きたことから、2002年（平成14年）に「はむら男女共同参画推進プラン」を策定するとともに、

2007年（平成19年）には、「はむら男女共同参画推進プラン後期実施計画」を策定し、「一人ひ

とりが自分らしく、いきいきと暮らせる“はむら”」の実現のための施策を実施してきました。 

さらに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策をより一層推進し、男女共同参画社会の実

現を目指すため、2007年（平成19年）に「羽村市男女共同参画推進条例」を制定しました。 

そして、2012年（平成24年）3月に「羽村市男女共同参画基本計画」を策定し、「人権の尊重」、

「男女共同参画社会の実現に向けての意識の醸成」、「働く環境の整備と改善・充実」、「方針の

立案や決定の場への女性の参画促進」、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進」、

「地域コミュニティにおける男女共同参画の推進」の６つの基本目標を掲げ、男女共同参画社会の

実現に向けた取組みを推進しています。 

 

 

５ 羽村市が目指す社会 

男女共同参画社会とは、「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」であり、平成９年11月１日

に制定した「男女共同参画都市宣言」に、羽村市が目指す社会について掲げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市では、あらゆる施策に男女共同参画の視点を反映し、男女共同参画社会の実現に取り組んでい

ます。 

  

自分らしく生きよう“はむら”アピール 

～男女共同参画都市宣言～ 
 

多摩川の清流と花と緑に恵まれ、人々の温かい心が通いあうまち“ はむら”。 

このまちに生きるわたしたちは、性別にとらわれず、人権を尊重し、魅力あるまちを築くため、

ここに「男女共同参画都市」を宣言します。 

１ 一人ひとりが自立し、認めあい、自分らしくいきいきと暮らせる“はむら”をめざします。

１ 男女が共に仕事・家事・育児・介護などをわかちあう“はむら”をめざします。 

１ 一人ひとりが能力と個性を発揮し、社会のあらゆる分野に自らの意思と責任で参画できる 

“はむら”をめざします。 

１ 男女が共に地球市民として、地域から世界へ友情と平和の輪を広げる“はむら”をめざし 

ます。 
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６ 羽村市を取り巻く社会情勢についての認識 

（１）人口の減少 

市の人口は、2010年（平成22年）9月の57,772人をピークに、その後は減少に転じてい

ます。年齢3区分別の人口を見ると、生産年齢人口（15歳～64歳）は、1995年（平成7年）

をピークに減少傾向となり、2005年（平成17年）以降は、年少人口（0歳～14歳）と老年人

口（65歳以上）が逆転しています。近年、その傾向はさらに強まり、出生者数が減少する一方

で、高齢化率は毎年１％程度上昇している現状にあります（図表１）。 

市の合計特殊出生率＊は、近年では、2012年（平成24年）と2014年（平成26年）の2か

年を除き、1994年（平成6年）から国や東京都の平均を上回る率で推移し、都内市部・区部

の中では一番高い率にありました（図表２）。その一方で、15歳から49歳までの女性が減少

していることなどから、合計特殊出生率は高いにも関わらず、出生者数は減少し、少子高齢化

が進展しています（図表３）。 

このことから、市では人口減少対策として、平成72年の目標人口を50,000人と定め、20

代・30代の女性を中心とした若い世代の転出の抑制と転入の増加を生み出し、市への定住につ

なげていくことに取り組んでいます。そのため、男女共同参画の施策としても職場・家庭・地

域で女性が輝き続けられる環境を整備していくことが重要となっています。 

また、近年では、婚姻数の減少や離婚などにより、単身世帯やひとり親世帯が増加し、家族

の少人数化が進んでいることで、子育てや介護の環境も大きく変わってきています。 

 

図表１ 羽村市の年齢３区分別人口の推移 

 
資料：各年1月1日現在、平成27（2015）年までは、住民基本台帳人口、平成32（2020）年以降は、国立社

会保障・人口問題研究所（社人研）「日本の地域別将来推計人口（H25.3.27公表）」 
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図表２ 合計特殊出生率の推移       図表３ 年齢階級別の人口推移（単位：人） 

   
資料（図表２）：各年1月1日現在、東京都福祉保健局人口動態推計データ（各年1月1日現在） 
資料（図表３）：国勢調査（各年10月1日現在）。下部の数値は、平成17年度の数値と比較した増減数。 

 

（２）女性の活躍推進 

国においては、企業の女性登用の取組みや仕事と子育ての両立支援といった「女性が輝く社

会」の実現に向け、女性の活躍を一層推進していくため、2016年（平成28年）4月1日に「女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」を施行しました。 

これにより、働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十

分に発揮できる社会を実現するため、女性の活躍推進に向けた数値目標を盛り込んだ行動計画

の策定・公表や、女性の職業選択に資する情報の公表が事業主（国や地方公共団体、労働者が

300人以上の民間事業主）に義務付けられました。そして基本原則として、 

・女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供及びその活用と、性別による固定的役割

分担意識＊等に起因する職場慣行が及ぼす影響への配慮が行われること 

・職業生活と家庭生活の両立を図るために必要な環境の整備により、職業生活と家庭生活の

円滑かつ継続的な両立を可能にすること 

・女性の職業生活と家庭生活の両立に関し、本人の意思が尊重されるべきこと 

などを掲げていることから、市においてもこうした視点をもった取組みを推進していくことで、

女性が職場・家庭・地域で輝き続けられる社会を築いていく必要があります。 

 

（３）ワーク・ライフ・バランス意識の社会的な広がり 

国においては、社会全体で仕事と生活の調和の実現を目指すため、2007年（平成19年）に

「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」および「仕事と生活の調和推進のた

めの行動指針」が策定されました。これは、少子高齢化による生産年齢人口の減少、共働き世

帯が増加する中で、仕事一辺倒のライフスタイルを見直し、仕事上の責任を果たしながら、子

育てや介護の時間、家族や友人との時間、自己啓発や地域活動の時間などを持ち、仕事と生活

の調和を図ることで、健康で豊かな生活を実現するといった考え方を広げようとするものです。 

こうした中、子育てを楽しみながら、自分自身も成長する男性像や、職場でともに働く部下・

スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、その人のキャリアと人生を応援しながら、組織

の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむ経営者・管理職が、社会に肯定的に受

女性 平成17年 平成22年 平成27年

1,421 1,384 1,380
△ 37 △ 41

1,459 1,400 1,288
△ 59 △ 171

1,691 1,416 1,268
△ 275 △ 423

2,278 1,693 1,444
△ 585 △ 834

2,169 2,306 1,694
137 △ 475

1,848 2,207 2,240
359 392

1,526 1,859 2,130
333 604

45～49歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

35～39歳

30～34歳

40～44歳



第１章 計画の基本的な考え方 

 

 

6  

け入れられています。 

 

（４）配偶者暴力の社会問題化 

全国の配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数は、2010年度（平成22年度）が77,

334件であったのに対し、2015年度（平成27年度）には111,630件と1.5倍近くに増加し

ています。 

羽村市でも、女性からの相談のうち配偶者からの暴力に関する相談件数は、2010年度（平

成22年度）が102件と最も多く、次いで2008年度（平成20年度）が88件と、年度による増

減があるものの、平均して50件を超え、2015年度（平成27年度）においても51件となって

います。配偶者暴力による一時保護も、2006年度（平成18年度）から2015年度（平成27

年度）までで、27件となっています。 

国においては、2014年（平成26年）1月に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律」を改正し、生活の本拠を共にする交際相手からの暴力及びその被害者についても、

配偶者からの暴力及びその被害者に準じて、法の適用対象となりました。また、法律名が「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」に改められ、より一層の配偶者から

の暴力の防止や被害者支援に向けた取組みの強化が求められています。 

 

（５）貧困などにより困難を抱える人が安心して暮らせる環境の整備 

 羽村市での自立支援員による2015年度（平成27年度）の相談業務においては、年間2,731

件のうち、956件（35.0％）が経済的支援に関する相談となっています。非正規雇用労働者や

ひとり親など、生活上の困難に陥りやすい女性が増加している中、セーフティネット＊の機能と

して、貧困などの生活上の困難に対応するための支援とともに、女性が長期的な展望に立って

働き続けることができる環境の整備が求められています。 

 さらに、近年では、性的指向＊や性同一性障害＊などによって心理的ストレスや生きづらさを

感じている人が多いと言われていることから、そうした人たちに対する配慮が必要となってい

ます。 

 

（６）地域の絆の弱まり 

 社会が豊かになり、地域とのつながりを持たなくても生活していけるようになったことや、

少子化、核家族化、共働き世帯の増加、ライフスタイルの変化などにより、地域のつながりは

希薄化してきています。市においても、町内会・自治会の加入率は年々減少傾向にあるほか、

少子高齢化の進展により、地域を支えるべき若い世代の地域活動への参加が少ない状況にあり

ます。 

 その一方で、2011年（平成23年）3月に発生した東日本大震災を契機に、地域の絆や共助

の精神が見直されています。地域は、家庭とともに人々にとって最も身近な暮らしの場である

ため、男女を問わず、地域で支えあい、助け合うことが大切であり、その中でも特に、若い世

代の参加が重要であることから、若い世代の地域活動への参加をより一層働きかけていく必要

があります。 
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７ 羽村市の男女共同参画の現状と課題 

市では、2012年（平成24年）3月に「羽村市男女共同参画基本計画」を策定し、計画の基本理

念に基づき、男女平等の視点から解決しなければならない６つの基本目標を掲げ、その解決を図る

ための施策を総合的かつ計画的に推進してきました。 

基本目標には、 

（１）人権の尊重 

（２）男女共同参画社会の実現に向けての意識の醸成 

（３）働く環境の整備と改善・充実 

（４）方針の立案や決定の場への女性の参画促進 

（５）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

（６）地域コミュニティにおける男女共同参画の推進 

の６つを掲げています。 

 

（１）人権の尊重 

男女間のあらゆる暴力については、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害であり、男女間の

暴力（DV＊、ハラスメント＊）などの根絶は、男女共同参画社会の実現にとっても緊急かつ重

要な課題となっています。また、インターネットや携帯電話の普及により、男女間における暴

力は多様化、低年齢化の傾向にあり、新たな視点から迅速かつ効果的に対応していくことが求

められています。 

そのため、市では、男女間のあらゆる暴力の撤廃に向けた意識啓発や相談支援、被害者の保

護などに取り組んできたほか、人権教育・啓発の推進として、家庭や地域における人権教育の

推進や学校教育における実践に取り組んできました。 

羽村市男女共同参画推進会議では、毎年度計画の施策に沿って、事業の評価・検証を行って

おり、この中では、市への相談件数が増加している点について、市民への周知が広がっている

ことや、DVやハラスメントの被害者の立場に立った支援体制が構築されていると評価された一

方で、社会的に性的指向や性同一性障害などへの理解の促進が注目されていることへの対応や、

DVやデートDV＊、リベンジポルノ＊などによる被害者の子どものケアに関する取組み、さらに、

被害者支援の観点だけでなく、加害者側、または加害のおそれのある方への取組みにも力を入

れていく必要があるとの提言を受けています。 

 

（２）男女共同参画社会の実現に向けての意識の醸成 

固定的な性別役割分担意識は、人々の意識の中に根強く残っているとともに、職場、家庭、

地域などにおける慣習や慣行の中にも、固定的な性別による役割分担を前提とした事象が、い

まだ多く見受けられています。 

そのため、市では、男女共同参画意識を深めるため、「女と男、ともに織りなすフォーラム」

や「男女共同参画研修会」などを通じた意識啓発、男性、子どもにとっての男女共同参画とし

て、広報啓発活動による意識啓発や男性向け料理教室の開催、両親学級への父親の参加促進な

どに取り組んできました。 
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しかし、平成27年度市政世論調査における「男女の地位は平等になっている」と思う人の割

合は、23.6％と依然として低い現状にあることから、引き続き、男女共同参画意識を深めてい

く取組みを推進していく必要があると捉えています。 

 

（３）働く環境の整備と改善・充実 

市では、職場における男女共同参画を促進するため、働きやすい職場環境づくりの推進とし

て、事業者への男女の均等な雇用機会と待遇の確保を図る法令・制度の周知啓発に努めたほか、

男性が家庭生活・地域活動に参画しやすい職場環境づくりの促進として、関係機関と連携した

労働相談の実施や、広報はむら・市公式サイトなどでの働きやすい職場づくりのための意識啓

発に取り組んできました。 

また、男女共同参画に取り組む市内事業所と連携し、広報はむらの特集記事「Weave（ウィ

ーブ）」に事業所における先進的事例を紹介するなどの、情報提供を行いました。 

女性のチャレンジ支援では、女性の再就職支援セミナーの開催や出張ハローワーク、就職面

接会などを開催したほか、女性起業家に対して、金融機関と連携したセミナーの実施や、市の

企業活動支援員や商工会の経営指導員による相談業務などに取り組んできました。 

羽村市男女共同参画推進会議における評価・検証では、人口減少の克服や女性活躍の視点の

中で、起業・創業に対する市の取組みが充実されていると評価された一方で、市内の事業所が、

東京都のワーク・ライフ・バランス認定事業に取り組むよう意識啓発を充実することや、女性

の活躍推進に向けた社会基盤整備として、地域における産婦人科・小児科の充実など、結婚、

出産を経て、早期に働き始めることができるようなサポートの充実、病児・病後児保育の充実

に関する提言を受けています。 

さらに、国は一億総活躍社会を提唱し、介護や子育てにおける環境の改善に取り組んでいく

こととしています。市においても、今後さらに少子高齢化が進展していくことが見込まれてい

ることから、子育てや介護といった家庭責任＊を担いつつ、働き続けられるように取り組んでい

くことが望まれています。 

 

（４）方針の立案や決定の場への女性の参画促進 

方針決定過程への女性の参画は、活力ある社会を築いていくことや多様な視点による新たな

発想を取り入れていく上でも重要であることから、市では、ポジティブ・アクション＊の推進と

して、男女共同参画に取り組む事業所を広報はむらの特集記事「Weave（ウィーブ）」で紹介

することや、市の各種審議会などへの女性の登用の促進に取り組んできました。 

しかし、2016年（平成28年）9月時点で、市が設置する審議会などへの女性の参画比率は

29.5％と、2016年度（平成28年度）までの目標として掲げた40.0％には届いていない現状

にあります。 

女性の活躍を推進していく中では、すべての女性が職場・家庭・地域へ積極的に参画し、能

力を発揮できるよう支援していくとともに人口減少を克服していく視点から、特に、20代・

30代の女性が輝き続けられるように対策を講じていくことが重要です。 
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（５）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

女性の方針決定過程への参画や、男性の家庭生活、地域活動への積極的な参画を推進するた

めには、長時間労働を前提とした働き方の見直しや、多様で柔軟な働き方が選択できる職場環

境の改善など、ワーク・ライフ・バランスを実現するための取組みが不可欠です。 

そのため、市では、ワーク・ライフ・バランスについて、広報はむらや市公式サイトなどを

通じた情報提供や、市内事業所の取組みなどの紹介をしてきました。 

また、仕事と生活の両立支援として、共働き世帯の増加や土日勤務等の不規則勤務の増加に

対応するため、延長保育事業・休日保育事業・一時預かり事業・病児保育事業・病後児保育事

業・定期利用保育事業の実施、学童クラブ事業の開所時間の延長など、保護者の多様な働き方

に対する支援に取り組んできました。 

さらに、介護のための支援体制の構築として、地域包括支援センターを中心とした総合的な

支援や家族介護支援事業に取り組むことで、男女がともに、仕事上の責任を果たしながら、介

護という家庭責任を担いあうことができるよう取り組んできました。 

羽村市男女共同参画推進会議における評価・検証では、放課後子ども教室の実施や学童クラ

ブの開所時間延長、さまざまな保育サービスの提供が進められていると評価された一方で、延

長保育や病後時保育、年末保育などを利用しなくても働き続けられるよう、より一層のワーク・

ライフ・バランスの推進に取り組んでほしいという提言を受けています。 

 

（６）地域コミュニティにおける男女共同参画の推進 

東日本大震災を契機に、地域の絆・共助の精神の大切さが再認識される一方で、地域におい

ては、少子高齢化、単身世帯や共働き世帯の増加、人間関係の希薄化などのさまざまな変化が

生じ、一人ひとりが意識的、積極的に地域活動に参画し、男女がともに責任や役割を担いあう

ことが必要となっています。 

そのため、市では多様な人材を生かす地域活動を推進していくことを目的に、地域活動への

参画支援としての地域入門講座やアクティブシニア＊を対象とした講座などを実施したほか、市

民活動団体などの活動支援として、市民提案型協働事業の実施などに取り組んでいます。 

また、地域活動における男女共同参画を促進するため、男女共同参画の視点を踏まえた地域

活動の広報・啓発活動を行いました。 

羽村市男女共同参画推進会議における評価・検証では、男性の地域活動への参画支援として、

従来、地域活動に参加できなかった方の参加を促すような事業の検討や、地域における男女共

同参画の推進が図られるよう、地域活動は男性だけでなく男女ともに行うものであるという意

識付けをしていく事業を推進して欲しいとの提言を受けています。 
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８ 第４次羽村市男女共同参画基本計画の方向性 

市では、1997年（平成9年）に「男女共同参画都市宣言」を行い、2002年（平成14年）に「は

むら男女共同参画推進プラン」を策定、2007年（平成19年）には「羽村市男女共同参画推進条例」

を制定するなど、男女共同参画社会の実現に向けた取組みを推進してきましたが、男女共同参画に

関する意識（固定的な性別役割分担意識や性差による偏見、格差など）の解消や、女性の就業継続

をめぐる状況（M字カーブ＊）の改善、配偶者からの暴力の防止など、さまざまな側面からの課題が

存在し、男女共同参画社会の実現は、まだ道半ばの状況にあると言えます。 

こうした状況を踏まえ、市を取り巻く社会情勢の変化に対応していくためにも、これまでの基本

計画である「はむら男女共同参画推進プラン」、「羽村市男女共同参画基本計画」の精神を継承し

つつ、より一層の男女共同参画社会の実現を目指すため、「第4次羽村市男女共同参画基本計画」を

策定します。 

 

（１）目指す将来像 

 

 

 

 

性別にとらわれない「自立」と「責任」に基づいたひとりの「個人」としてのあるべき姿と、

お互いを認めあいながら、それぞれの能力を発揮し、いきいきと暮らせる社会の創造を目指し、

将来像を「一人ひとりが自分らしく、いきいきと暮らせる“はむら”」とします。 

  

男女共同参画社会の実現を目指して、 

「一人ひとりが自分らしく、いきいきと暮らせる“はむら”」 

を創造します。
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（２）基本理念 

本計画は、羽村市男女共同参画推進条例に基づき策定する、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な計画であることから、同条例第３

条に規定する5項目を基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）基本目標 

本計画では、一人ひとりが自分らしく、いきいきと暮らせる社会を実現するため、6つの基

本目標を設定するとともに、基本目標を実現するための施策と主な取組みを提示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 基本計画の名称と期間 

（１）名称 第4次羽村市男女共同参画基本計画 

（２）期間 平成29年度から平成33年度までの5年間 

 

  

・男女の人権の尊重 

男女が個人として尊重され、性別による差別的取扱いを受けることなく、個人として能力を発揮

する機会が確保されること。 

・社会における制度や慣行のあり方の見直し 

性別による固定的な役割分担等を反映した社会の制度又は慣行が、男女の社会における活動の選

択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮されること。 

・あらゆる活動における方針決定への共同参画 

男女が、社会の対等な構成員として、あらゆる分野における活動の方針の立案や決定に共同して

参画する機会が確保されること。 

・家庭生活における自立と他の活動との両立 

男女が、相互の協力と社会的支援の下に、家庭生活における活動について家族の一員としての役

割を円滑に果たし、家庭生活における活動とそれ以外の活動を行うことができるようにすること。

・地球市民としての国際協調 

男女共同参画社会の形成の促進は、国際社会における取組と密接に関係していることを踏まえ、

国際的協調の下に行われること。 

基本目標１ 人権の尊重 

基本目標２ 女性の活躍推進 

基本目標３ あらゆる暴力の根絶・安心な暮らしの実現 

基本目標４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成 

基本目標５ ワーク・ライフ・バランスの推進 

基本目標６ 地域活動における男女共同参画の推進 
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１０ 基本計画の位置付け 

（１）「男女共同参画社会基本法」との関係 

この計画は、「男女共同参画社会基本法」第14条第３項に規定する「市町村の区域における

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画」です。 

 

（２）政府の「第4次男女共同参画基本計画」との関係 

この計画は、平成27年12月25日に閣議決定された政府の「第4次男女共同参画基本計画」

の方向性と軌を一にした、男女共同参画社会実現のための計画です。 

 

（３）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」との関係 

この計画の「基本目標3 あらゆる暴力の根絶・安心な暮らしの実現 （１）あらゆる暴力の

撤廃 ①ＤＶおよびデートＤＶ、リベンジポルノ防止対策の推進」は、「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に関する法律」第2条の3第3項に規定する「市町村における配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画」として位置付けま

す。 

 

（４）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」との関係 

 この法律は、「自らの意志によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能

力を十分に発揮して職業生活において活躍すること」を女性の職業生活における活躍と定義し、

就業形態に関わらず、既に働いている女性は当然のこと、これから働こうとしている女性も含

め、自らの希望により、働きまたは働こうとするすべての女性を対象とするものです。この計

画の「基本目標２ 女性の活躍推進」および「基本目標４ 男女共同参画社会の実現に向けた意

識の醸成」、「基本目標５ ワーク・ライフ・バランスの推進」は、「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法律」第６条第2項に規定する「市町村の区域内における女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策についての計画」として位置付けます。 

 

（５）「男女共同参画基本計画実施計画」 

この計画に位置付けた施策に基づいて、市が実施する具体的な事業を示す計画として、毎年

度実施計画を策定します。また、実施計画に位置付けた事業については、PDCAサイクル＊に

より、庁内の評価を行い、外部委員で構成する羽村市男女共同参画推進会議による検証を行い

ます。 

 

（６）「羽村市長期総合計画」との関係 

この計画は、「第五次羽村市長期総合計画」に掲げた目標を達成するための分野別計画とし

て位置付けます。 
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（７）「羽村市男女共同参画推進条例」との関係 

この計画は、「羽村市男女共同参画推進条例」第10条に規定する、「男女共同参画社会の形

成の促進に関する基本的な計画」として位置付けます。 

 

（８）市民の意見などの反映 

この計画は、羽村市男女共同参画推進会議からの提言を最大限に尊重するとともに、意見公

募手続により市民から寄せられた意見を考慮します。 

 

（９）事業所としての羽村市役所の取組み 

市では、平成27年8月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進

法）」が成立したことを受け、これまでの特定事業主行動計画に、新たに女性職員の活躍推進

の視点を加え、平成28年3月に「羽村市特定事業主次世代育成支援及び女性活躍推進行動計画」

を策定しました。 

この計画に基づき、市では「職員の勤務環境に関する事項」、「職員の登用・任用に関する

事項」や「地域の育児支援の推進」などに関するさまざまな取組みを推進しています。 

市職員の男女共同参画に関する取組みについては、今後、この計画により推進していくもの

とします。 

 

  



 

  

  



 

  

 

 

 

 

《第 ２ 章》 

計画の内容 
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第２章 計画の内容  
１ 計画の体系 

(1)
地域活動における男女共同
参画の推進

① 地域活動への参画促進

② 地域活動における女性リーダーの育成

③  地域の防災力の向上のための女性の参画支援

(2) 仕事と生活の両立支援

① 切れ目のない子育て支援

② 多様な働き方への支援

③ 介護のための支援体制の充実

(1)
ワーク・ライフ・バランス
に関する広報・啓発の推進

①  ワーク・ライフ・バランスに関する意識の普及啓発

②  職場における仕事と家庭・地域との両立支援の取組みの促進

③ 働きやすい職場環境づくりの推進

(2)
男性、子どもにとっての
男女共同参画の理解の促進

①  男性にとっての男女共同参画に関する広報・啓発

②  男性の子育て・介護への参画の支援・促進

③  子どもの頃からの男女共同参画についての理解の促進

(1) 男女共同参画意識の啓発
①  男女共同参画に関する広報・啓発の推進

② 男女共同参画を推進する学習の充実

(2)
貧困など生活上の困難に
直面する人への支援

①  就業・生活の安定を通じた自立に向けた取組み

②  ひとり親家庭などの親子が安心して生活できる環境づくり

(1) あらゆる暴力の撤廃

①  ＤＶおよびデートＤＶ、リベンジポルノ防止対策の推進

② ハラスメント防止対策の推進

③  子どもに対するあらゆる暴力の根絶に向けた対策の推進

② 女性のキャリアデザイン支援

(2) 女性のチャレンジ支援
①  女性の職場復帰などあらゆる分野への参画支援

② 女性の創業・開業に対する支援

(1)
ポジティブ・アクション
の推進

① 市内事業所・各種団体などにおける男女共同参画の取組みへの支援

基本目標 施策 主な取組み

(1) 人権教育・啓発の推進

① 職場における人権の尊重

② 家庭における人権の尊重

③ 地域における人権の尊重

④ 学校教育における人権の尊重

人権の尊重1

2 女性の活躍推進

3
あらゆる暴力の
根絶・安心な
暮らしの実現

4
男女共同参画社会
の実現に向けた
意識の醸成

5
ワーク・ライフ・
バランスの推進

6
地域活動における
男女共同参画の
推進
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２ 主な目標指標 
 

平成 27 年度に実施した市政世論調査の「男女共同参画」に関する結果等を主な目標指標として

定め、現状の数値を向上させていくことを目指し、さまざまな取組みを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（指標の出典（1～9）：羽村市市政世論調査） 

 

※事業主としての羽村市役所の目標は、平成 28 年 3 月に策定した「羽村市特定事業主次世代育成支援及び

女性活躍推進行動計画」に「女性職員の管理職割合の向上」、「男性職員の育児休業取得率の向上」などに

ついての数値目標を定めています。 

  

現状 目標

1
「男女の地位は平等になっている」と
思う人の割合

23.6％
（平成27年度）

2
「職場の中で、男女の地位は平等に
なっている」と思う人の割合

20.8％
（平成27年度）

3
「家庭の中で、男女の地位は平等に
なっている」と思う人の割合

34.9％
（平成27年度）

4
「地域活動の場で、男女の地位は平等
になっている」と思う人の割合

40.7％
（平成27年度）

5
「学校教育の場で、男女の地位は平等
になっている」と思う人の割合

61.2％
（平成27年度）

6
「社会通念や慣習で、男女の地位は平
等になっている」と思う人の割合

17.0％
（平成27年度）

7
配偶者等からの暴力について相談可能
窓口の周知度

35.1％
（平成27年度）

8 市政への参加・協働意向（男性）
57.6％

（平成27年度）

9 市政への参加・協働意向（女性）
46.7％

（平成27年度）

10
市が設置する審議会等への女性の参画
比率

32.6％
（平成27年度） （平成33年度）

（平成32年度）

指標名
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３ 基本目標別取組み 

 

基本目標１ 人権の尊重 

 

市では、日常生活の中で人権を侵害され、配偶者間や家族関係などに関する悩みを抱える人々を

支援するため、男女の人権に関する教育・啓発を行うとともに、関係機関との連携による対策や相

談機能を充実し、男女の人権を守るための環境づくりに取り組みます。 

近年では、インターネット上での個人の名誉やプライバシーを侵害するなどの人権問題や性的指

向や性同一性障害などを理由とした偏見や差別に関する問題など、人権に関わるさまざまな問題が

発生しています。また、「いじめ防止対策推進法」や「障害者差別解消法」の施行を受け、市民の

人権を尊重していくための取組みが求められていることから、市では職場・家庭・地域で誰もが自

分らしく暮らしていくことができる社会の実現を図るため、人権に関する理解促進に取り組みます。 

 

（１）人権教育・啓発の推進                               

・・主な取組み・・ 

① 職場における人権の尊重 

 職場内において、性別、年齢、国籍、障害の有無などのあらゆる人権尊重の意識が広がるよう、

事業所などに対する啓発活動を推進します。 

 

② 家庭における人権の尊重 

 男女がお互いを尊重するとともに、お互いの立場を理解し、助けあえるよう、家庭内での人権

尊重に関する学習機会の提供や啓発を進めます。 

 

③ 地域における人権の尊重 

誰もが、性別や年齢、国籍、障害の有無などを理由に自立や社会参画への意欲を妨げられるこ

とがないよう、男女平等、人権尊重の意識を高めるための人権教育や啓発活動を推進します。 

 

④ 学校教育における人権の尊重 

学校教育全体を通じ、児童・生徒の発達段階に応じた人権の尊重、男女相互の理解と協力の重

要性などに関する人権教育の充実を図ります。 
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基本目標２ 女性の活躍推進 

 

男女共同参画社会を実現するためには、男女が社会の対等な構成員として、あらゆる分野の活動

に参画する機会が確保されなければなりません。 

特に、方針決定過程への女性の参画は、活力ある社会を築いていくことや、多様な視点による新

たな発想を取り入れていく上でも重要であり、実効性のあるポジティブ・アクションを推進してい

く必要があります。また、わが国では、就労者における女性の割合は４割を超える一方で、第一子

出産を機に退職する女性は６割に達しています。 

このため、市では、出産や育児に加え、介護などを理由に女性が離職せずに働き続けられる環境

の整備や、離職した女性が再度、仕事と生活を両立しながら働き続けることができるよう、女性の

職場復帰や起業・創業支援など、働くことへの意欲をもつ女性のチャレンジ支援に取り組みます。 

さらに、市の人口減少に対する取組みにおいては、若い世代の転出の抑制と転入の増加、出生率

の向上に取り組んでいくことが重要であります。現在、市では、「羽村市長期人口ビジョン及びま

ち・ひと・しごと創生計画」に基づき、20代から30代の若い世代を中心に、女性が生涯にわたっ

て活躍できる環境づくりを進めることで、市への愛着をさらに高め、定住に結び付けていくよう取

り組んでいることから、本計画においても、これらの視点をもとに、すべての女性があらゆる分野

において活躍できる社会の実現に向けた取組みを推進していきます。 

 

（１）ポジティブ・アクションの推進                           

・・主な取組み・・ 

① 市内事業所・各種団体などにおける男女共同参画の取組みへの支援 

（ア）市内事業所や各種団体などのさまざまな主体に対して、固定的な性別役割分担意識の解消と、

ポジティブ・アクションの必要性についての理解を促進するための情報提供を行います。 

（イ）女性の管理職登用等について積極的に取り組む市内事業所を紹介するなど、男女共同参画の取

組みを支援します。 

（ウ）市が設置する各種審議会や市内事業所における会議体などで女性委員の登用を促進し、男性・

女性それぞれの割合に偏りが生じないよう、関係機関と連携した取組みを推進します。 

 

② 女性のキャリアデザイン支援 

方針決定過程への女性の参画を拡大するためには、女性自身が自ら参画していく意識を持つこ

とが必要です。 

しかし、女性は、出産・育児などにより一時仕事を中断することが多く、キャリアを積みにく

い場合が多いことから、方針決定過程への女性の参画を推進するため、講座や研修の開催など、

能力開発の機会を提供します。 
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（２）女性のチャレンジ支援                               

・・主な取組み・・ 

① 女性の職場復帰などあらゆる分野への参画支援 

出産・育児や介護などにより離職した女性は、仕事から離れる期間が長期にわたる場合が多く、

職業能力の維持が難しいことだけでなく、本人が希望する職種や就業条件と事業所などが求める

人材や雇用条件とのマッチングが難しいことなどから、希望する仕事に就くことが厳しい状況に

あります。 

そこで、女性の職場復帰など、あらゆる分野への参画を支援するため、必要な情報提供や相談

機関の紹介、セミナーなどを開催します。 

 

② 女性の創業・開業に対する支援 

（ア）創業や開業を目指す女性に対して、創業・開業に関する知識やノウハウに関する情報提供、相

談機会を提供します。 

（イ）関係機関と連携し、創業や開業後の経営に関する助言やマッチング支援などを実施します。 
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基本目標３ あらゆる暴力の根絶・安心な暮らしの実現 

 

あらゆる暴力（DV、ハラスメントなど）は、固定的な役割分担意識や対等でない関係に根ざした

構造的な問題が背景になっていることが多く、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害であり、男女

共同参画社会の実現においても緊急かつ重要な課題となっています。さらに、インターネットや携

帯電話、スマートフォンの普及およびSNS＊などのインターネット上の新たなコミュニケーション

ツールの広がりに伴い、暴力は多様化、低年齢化の傾向にあり、迅速かつ効果的な対応が求められ

ています。 

また、非正規雇用労働者やひとり親など、生活上の困難に陥りやすい人が増加している中で、セ

ーフティネット＊の機能として、貧困などの生活上の困難に対応するとともに、それらを防止するた

めの取組みが重要となってきていることから、個人のさまざまな生き方に沿った支援が必要となっ

ています。 

 

（１）あらゆる暴力の撤廃                                

・・主な取組み・・ 

① ＤＶおよびデートＤＶ、リベンジポルノ防止対策の推進 

（ア）ＤＶは犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、許される行為ではないという意識を若い

世代も含め、社会全体で共有することができるよう広報・啓発活動に取り組みます。 

（イ）被害を受けた場合の相談窓口の周知を図ります。 

（ウ）交際相手への暴力である「デートＤＶ」について、予防啓発に取り組みます。 

（エ）別れた恋人や配偶者に対する「リベンジポルノ」について、予防啓発に取り組みます。 

（オ）被害者からの相談に迅速に対応できるよう、相談事業の充実を図ります。 

（カ）東京都、警察、医療機関、民間支援団体などの関係機関と連携し、被害者への支援体制の充実

と加害者への啓発に取り組みます。 

 

② ハラスメント防止対策の推進 

ハラスメントは人権侵害であるとの認識に立ち、職場などにおけるハラスメントを防止するた

めの啓発活動に取り組みます。 

 

③ 子どもに対するあらゆる暴力の根絶に向けた対策の推進 

子どもに対する虐待や性犯罪などのあらゆる暴力は、子どもの権利に対する重大な人権侵害で

あり、その心身の成長に甚大な悪影響を及ぼすおそれがあることから、子どもおよび保護者への

予防啓発、学習機会の提供に取り組みます。 
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（２）貧困など生活上の困難に直面する人への支援                     

・・主な取組み・・ 

① 就業・生活の安定を通じた自立に向けた取組み 

（ア）女性の就業継続や職場復帰の支援、働き方の見直しを含めたワーク・ライフ・バランスの推進

に取り組みます。 

（イ）年齢に関わりなく働ける社会の実現に向けて、さまざまな関係機関と連携した就労支援や多様

な就業機会の提供などに取り組みます。 

（ウ）複合的な課題を抱えている人の自立を促進するため、関係機関と連携し、相談および自立支援

に取り組みます。 

 

② ひとり親家庭などの親子が安心して生活できる環境づくり 

（ア）育児などに悩みを持つひとり親家庭などの生活相談や一時的に家事・育児援助のサービスが必

要となった際のホームヘルパーの派遣等、ひとり親家庭などの子育てや生活・健康に対する支

援を推進します。 

（イ）児童扶養手当・児童育成手当の支給など、ひとり親家庭などに対する経済支援策を推進すると

ともに、ハローワークなどの関係機関と連携し、ひとり親家庭などの就業を支援します。 
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基本目標４ 男女共同参画社会の実現に向けた意識の醸成 

 

固定的な性別役割分担意識は、人々の意識の中に根強く残っているとともに、職場・家庭・地域

などにおける慣習や慣行の中にも、固定的な性別による役割分担意識を前提としたものが、いまだ

多く見受けられ、男性の家事・育児・介護などへの参画が必ずしも得られず、女性の負担が大きく

なっている状況があり、男女共同参画社会を実現していくための課題の一つとなっています。その

ため、国では、男性が家事・育児・介護などに参画するための環境整備や男女共同参画に関する男

性の理解の促進に取り組んでいます。 

市が実施した平成27年度市政世論調査では、男性に比べて女性の方が、男女は平等であると感じ

る割合が低いという結果が出ていることから、市においても男性の意識改革は重要な要素として捉

え、女性の活躍にもつながるよう取り組んでいく必要があります。 

男女共同参画社会の実現には、一人ひとりが固定的な性別による役割分担意識を見直し、男女が

ともに、職場・家庭・地域などのあらゆる場において責任を分担しあいながら支えあうことや、性

別にかかわりなく、それぞれの個性と能力を生かした多様な生き方を尊重しあうことが重要です。 

そのため、市ではそれらの広報・啓発活動を推進していくとともに、親しみやすく分かりやすい

ものとなるよう取り組んでいきます。 

 

（１）男女共同参画意識の啓発                              

・・主な取組み・・ 

① 男女共同参画に関する広報・啓発の推進 

職場や家庭、地域などのあらゆる場における男女共同参画に関する認識を深めることで、男女

共同参画社会の形成を阻害すると考えられる性差別や偏見、固定的な性別役割分担意識に基づい

た慣習・慣行を見直し、解消するための広報・啓発に努めます。 

 

② 男女共同参画を推進する学習の充実 

あらゆる世代の男女が、生涯を通じて男女共同参画の視点を高め、自らの意思と責任で社会へ

参画していくことができるよう、男女共同参画に関する学習の機会を提供します。 

 

（２）男性、子どもにとっての男女共同参画の理解の促進                  

・・主な取組み・・ 

① 男性にとっての男女共同参画に関する広報・啓発 

固定的な性別役割分担意識や性差による偏見を解消するための意識啓発を行うとともに、男性

にとっての男女共同参画の意義について男性自身が理解を深め、家庭生活や地域活動に積極的に

参画できるよう、男性を対象とした広報・啓発活動を推進します。  
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② 男性の子育て・介護への参画の支援・促進 

（ア）男性が主体的に子育てや介護に参画できるよう、子育てに関する学習機会の提供や地域包括支

援センターを中心とした支援体制の充実を図ります。また、男性が家事や育児、介護などに参

画することに対する周囲の理解を深め、男性がそれらの活動に前向きに参画できるよう、広報・

啓発活動などを行います。 

（イ）子育て家庭や介護従事者同士の交流の場や、子育て・介護に関する情報の提供を行います。 

 

③ 子どもの頃からの男女共同参画についての理解の促進 

 次代を担う子どもたちが、性別にとらわれず、個性と能力を発揮するとともに、将来を見通し

た自己形成ができるよう、家庭、地域、学校などのさまざまな場において、男女共同参画につい

ての理解の促進を図ります。 
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基本目標５ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

男女共同参画社会の実現には、長時間労働の抑制や働き方の見直し、働きやすい職場環境づくり

など、ワーク・ライフ・バランスを推進することが必要です。 

ワーク・ライフ・バランスを推進することは、一人ひとりが、やりがいや充実感を感じながら働

き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭生活や地域生活などにおいても、多様な生き方の選択と

実現、健康で豊かな生活の実現につながるメリットがあります。また、事業所においても、有能な

人材の確保や定着、さらには、生産性の向上などが期待でき、経営戦略上も重要であるとともに、

社会経済の活性化につながるメリットもあります。 

さらに、ワーク・ライフ・バランスの推進により、職場・家庭・地域における女性の活躍が促進

されることにもつながっていきます。 

そのため、市では、事業所、団体、労働者、行政などが連携し、男女がともに家事・育児・介護

などといった家族の一員としての家庭責任を果たしながら、職業生活を中断することなく就労でき

るよう、ワーク・ライフ・バランスに関する広報・啓発や仕事と子育て・介護などの両立支援に取

り組みます。 

 

（１）ワーク・ライフ・バランスに関する広報・啓発の推進                 

・・主な取組み・・ 

① ワーク・ライフ・バランスに関する意識の普及啓発 

ワーク・ライフ・バランスは、事業所や社会経済の活性化、個人生活の充実につながるもので

あり、性別や年齢にかかわりなく、あらゆる立場の人に理解され普及するよう、啓発活動に取り

組みます。 

 

② 職場における仕事と家庭・地域との両立支援の取組みの促進 

（ア）男女がともに仕事と家庭生活・地域活動との両立ができ、積極的に参画できるよう、長時間労

働の抑制や働き方の見直しについて意識啓発を図ります。 

（イ）育児・介護休業、部分休業などを取得することに対する職場の理解を深めるため、事業所にお

ける先進的な事例などの情報収集を行い、市民や市内事業所へ情報提供を行います。 

 

③ 働きやすい職場環境づくりの推進 

（ア）職場でともに働く部下・スタッフのワーク・ライフ・バランスを考え、キャリアと人生を応援

しながら、組織の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことができる経営者・

管理職を増やすため、市内事業所や団体に対する啓発活動に努めます。 

（イ）募集・採用から配置、昇進、退職に至るまでの雇用機会や待遇において、性別や年齢などによ

る差別や、妊娠・出産、育児・介護休業の取得による不利益な取り扱いが行われることのない

よう、市内事業所や団体に対して、男女雇用機会均等法や育児・介護休業法などの労働関係法

令や制度の周知を図ります。 
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（２）仕事と生活の両立支援                               

・・主な取組み・・ 

① 切れ目のない子育て支援 

 子育て家庭が安心して子どもを産み、健やかに育てることができるよう、保健、医療、福祉お

よび教育の分野が連携し、妊娠、出産期から子育て期にわたるさまざまなニーズに対する切れ目

のない支援に努め、仕事と子育ての両立が図られるよう取り組みます。 

 

② 多様な働き方への支援 

共働き世帯の増加や土日勤務などの不規則勤務の増加に伴い、保育所や学童クラブなどの保育

施設等への入所を希望するニーズが高いことから、保育施設等の待機児童の解消、病児・病後児

保育の推進、多様な保育サービスの提供など、子育て中の男女が安心して働き続けることができ

るよう、多様な働き方への支援に取り組みます。 

 

③ 介護のための支援体制の充実 

男女がともに仕事上の責任を果たしながら、介護という家庭責任を担いあい、ワーク・ライフ・

バランスを実現していくため、地域包括支援センターを中心として、介護保険事業と保健、医療

サービスが連携し、家族介護者への支援なども含めた総合的な介護支援体制の充実を図ります。 
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基本目標６ 地域活動における男女共同参画の推進 

 

地域は、人々にとって家庭とともに最も身近な暮らしの場で、住みやすいまちの形成に必要不可

欠なものであり、その中でお互いにいきいきと暮らしていくことは、男女共同参画社会の実現に、

大変重要なものとなります。また、地域の絆や共助の精神といった地域の力や防災力を維持向上し

ていくためには、一人ひとりが意識的、積極的に地域活動に参画する中で、男女がともに役割や責

任を担いあうことが必要となります。  

近年の少子高齢化、単身世帯や共働き世帯の増加、人間関係の希薄化などの社会変化は、地域に

もさまざまな形で影響を及ぼし、地域の力や相互扶助機能の低下が懸念されています。 

そのため、市では、若い世代も含めた多様な市民の地域活動への参画とリーダーとしての女性の

参画を求めつつ、地域活動における男女共同参画の推進を図ります。 

 

（１）地域活動における男女共同参画の推進                           

・・主な取組み・・ 

① 地域活動への参画促進 

男女がともに、仕事上の責任を果たしながら町内会・自治会やＰＴＡ、市民活動やボランティ

アなどの地域活動に参画できるよう、ワーク・ライフ・バランスの推進を図るとともに、定年後

も生きがいを持って生活することができるよう、地域における仲間づくり、自己啓発のための学

習機会の提供などを行います。 

 

② 地域活動における女性リーダーの育成 

地域活動において、性別や年齢などにより役割を固定化することのないよう、男女ともに多様

な年齢層の参画を促進し、地域活動における男女共同参画を推進するとともに、リーダーとして

活躍する女性の増加を図るため、講座の開催や研修への参加支援などに取り組みます。 

 

③ 地域の防災力の向上のための女性の参画支援 

震災時におけるニーズおよび配慮すべき事項は、女性と男性では異なり、避難所での対応や備

蓄する物資などに男女双方の視点を反映していく必要があることなどから、防災分野への女性の

参画を推進します。 

 



 

 

 

 

 

 

《第 ３ 章》 

推進体制の充実
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第３章 推進体制の充実 
 

男女共同参画社会の形成をより一層促進していくためには、あらゆる施策に男女共同参画の視点

を反映することが必要であり、組織横断的な取組みを継続的に行うとともに、市民や地域などとの

協働、国や東京都などの関係機関との連携により、施策を総合的に推進していきます。 

 

１ 羽村市男女共同参画推進委員会の運営 

男女共同参画に関する関係部署の施策を一体的に推進するため、全庁にわたる横断的な推進組織

として、男女共同参画推進委員会を運営し、市の取組みの充実を図ります。 

 

２ 羽村市男女共同参画推進会議の運営 

男女共同参画施策の充実および推進を図るため、知識経験者、関係団体の代表者、公募市民など

で構成される男女共同参画推進会議を運営し、市の取組みの充実を図ります。 

 

３ 官公署等関係機関との連携強化 

国や東京都をはじめ、経済団体や各種団体との情報交換、意見交換、その他必要な連携を図りま

す。 

 

４ 市内事業所や市民活動団体との連携体制の構築 

男女共同参画に積極的に取り組んでいる市内事業所や市民活動団体との連携体制を構築し、事業

の協働実施などを展開します。 

  





 

 

 

 

 

 

《資 料》  
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１ 羽村市における年少・生産年齢・老年人口の推移等              

平成19年（2007年）から平成28年（2016年）の10年間の年齢３区分別人口割合推移をみる

と、年少人口（０～14歳）と生産年齢人口（15～64歳）の割合は毎年減少している一方、老年人

口（65歳以上）の割合（高齢化率）は増加傾向にあります。 

【図表 年齢３区分別人口割合推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口および外国人登録人口（各年１月１日現在） 

 

 

２ 羽村市における世帯数の推移                       

平成17年（2005年）から平成28年（2016年）の世帯数などの推移をみると、総人口は減少

傾向にあるものの世帯数は増加傾向にあり、１世帯あたり人員は減少傾向にあることから、単身世

帯などの増加や、世帯人員の減少による核家族化が進行しています。 

【図表 世帯数、１世帯当たり人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口および外国人登録人口（各年１月１日現在） 
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３ 羽村市民の男女共同参画に関する意識                    

平成27年に実施した「羽村市市政世論調査」の各分野における男女の平等感では、「平等になっ

ている」との回答は、“学校教育の場で”が61.2％と多く、ついで“法律や制度の上で”が42.5％、

“地域活動の場で”が40.7％で、40％台となっています。また、平等感が低いのは、“社会通念

や慣習で”や“政治の場で”であり、20％を切っています。 

男性が優遇されているとの回答（「男性の方が優遇されている」＋「どちらかといえば男性の方

が優遇されている」）は、“社会通念や慣習で”が67.4％、“政治の場で”が66.7％で、60％台

後半、“全体として”が59.9％、“一般の職場の中で”が58.1％で、60％近くとなっている一方

で、女性が優遇されているとの回答（「女性の方が優遇されている」＋「どちらかといえば女性の

方が優遇されている」）は、いずれも10％以下と少ない結果となっています。 

 

【各分野における男女平等感】 
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  “全体として”を性別でみると、「平等になっている」は男性の35.2％に対して、女性では15.7％

にとどまり、男女の認識の違いがみられます。性・年代別にみると、《男性優遇》はいずれの年代

でも男性よりも女性で多く、男女の認識のギャップが大きくなっています。 

 

【性別、性・年代別の男女平等感】 

 

 

  

（％）

N 男性のほう

が優遇され

ている

どちらかと

言えば男性

のほうが優

遇されてい

る

平等になっ

ている

どちらかと

言えば女性

のほうが優

遇されてい

る

女性のほう

が優遇され

ている

わからない 無回答

【全体】 518 12.4 47.5 23.6 2.5 1.4 7.7 5.0

【性別】

　男 213 6.6 42.7 □ 35.2 5.2 1.9 4.7 3.8

　女 300 16.3 50.7 15.7 0.7 1.0 9.7 6.0

【性・年代別】

　男・20歳未満 3 ■ 0.0 ■ 33.3 ☆ 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

　男・20歳代 13 15.4 ★ 15.4 ☆ 46.2 0.0 7.7 15.4 0.0

　男・30歳代 24 ■ 0.0 45.8 29.2 4.2 4.2 12.5 4.2

　男・40歳代 40 7.5 42.5 32.5 10.0 0.0 5.0 2.5

　男・50歳代 29 6.9 51.7 □ 37.9 0.0 3.4 0.0 0.0

　男・60歳代 51 9.8 47.1 25.5 7.8 2.0 0.0 7.8

　男・70歳以上 53 3.8 39.6 ○ 43.4 3.8 0.0 5.7 3.8

　女・20歳未満 3 ■ 0.0 ○ 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0

　女・20歳代 22 18.2 ○ 63.6 ■ 13.6 0.0 4.5 0.0 0.0

　女・30歳代 33 12.1 □ 60.6 ■ 12.1 3.0 3.0 6.1 3.0

　女・40歳代 52 □ 23.1 51.9 ■ 9.6 1.9 0.0 9.6 3.8

　女・50歳代 55 12.7 50.9 21.8 0.0 0.0 12.7 1.8

　女・60歳代 70 17.1 51.4 17.1 0.0 0.0 7.1 7.1

　女・70歳以上 65 15.4 38.5 15.4 0.0 1.5 15.4 13.8

全体値より　 ☆：＋20％以上高い、〇：＋15～20％高い、□：＋10～15％高い

★：－20％以上低い、●：－15～20％低い、■：－10～15％低い
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４ 羽村市男女共同参画推進条例                        

平成19年３月26日条例第11号 

目次 

 前文 

 第１章 総則（第１条—第９条） 

 第２章 基本的施策等（第10条—第16条） 

 第３章 羽村市男女共同参画推進会議（第17条—第21条） 

 付則 

 多摩川の清流と花と緑に恵まれ、人々の温かい心が通い合う羽村市は、性別にとらわれず、人権を

尊重し、魅力あるまちを築くため、平成９年に「男女共同参画都市」を宣言しました。 

 羽村市はこれまで、国際社会や国内の動きを踏まえ、男女共同参画社会を形成するための様々な取

組を着実に進めてきましたが、男女共同参画社会の実現のためには、なお一層の努力が必要です。 

 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策をより一層推進し、男女が対等な立場で、社会のあら

ゆる分野の活動に主体的に参画することができ、共に責任を担い合い、自分らしくいきいきと暮らせ

る男女共同参画社会の実現を目指して、羽村市は、この条例を制定します。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、羽村市（以下「市」という。）における男女共同参画社会の形成に関し、基本

理念並びに市、市民及び事業者等の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本的な事項を定め

ることにより、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（以下「男女共同参画施策」という。）

を総合的かつ計画的に推進し、もって男女共同参画社会を実現することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 (１) 男女共同参画社会 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会をいう。 

 (２) 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内にお

いて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

 (３) セクシュアル・ハラスメント 性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環境を害する

こと又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。 

 (４) 市民 市の区域内（以下「市内」という。）に住所を有する者、市内の事務所又は事業所に勤

務する者及び市内の学校に在学する者をいう。 

 (５) 事業者等 市内において営利又は非営利の活動、公益的活動その他の活動を行う全ての個人、

法人及び団体をいう。 

 （基本理念） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、次に掲げる基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき行

わなければならない。 

 (１) 男女が個人として尊重され、性別による差別的取扱いを受けることなく、個人として能力を発

揮する機会が確保されること。 

 (２) 性別による固定的な役割分担等を反映した社会の制度又は慣行が、男女の社会における活動の

選択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮されること。 

 (３) 男女が、社会の対等な構成員として、あらゆる分野における活動の方針の立案や決定に共同し
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て参画する機会が確保されること。 

 (４) 男女が、相互の協力と社会的支援の下に、家庭生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、家庭生活における活動とそれ以外の活動を行うことができるようにするこ

と。 

 (５) 男女共同参画社会の形成の促進は、国際社会における取組と密接に関係していることを踏まえ、

国際的協調の下に行われること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、基本理念に基づき、男女共同参画施策（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合

的に策定し、実施する責務を有する。 

２ 市は、男女共同参画施策を推進するに当たり、市民、事業者等、国及びその他の地方公共団体と

相互に連携するよう努めなければならない。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念に関する理解を深め、男女共同参画社会の形成の促進に自ら努めなければ

ならない。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

 （事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、基本理念に基づき、その活動に関し、男女共同参画社会の形成の促進に努めな

ければならない。 

２ 事業者等は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。 

 （市、市民及び事業者等の協働） 

第７条 市、市民及び事業者等は、協働して男女共同参画施策の推進に努めるものとする。 

 （性別による差別的取扱等の禁止） 

第８条 何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。 

２ 何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。 

３ 家庭内等において、配偶者等に対する暴力（身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影

響を及ぼす言動をいう。）を行ってはならない。 

 （公衆に表示する情報への配慮） 

第９条 何人も、公衆に表示するあらゆる情報において、前条に規定する性別による差別的取扱等を

助長することのないよう配慮しなければならない。 

   第２章 基本的施策等 

 （基本計画） 

第10条 市長は、男女共同参画施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 市長は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ第17条に規定する羽村市男女共同参画推

進会議の意見を聴かなければならない。 

３ 市長は、基本計画を定めようとするときは、市民及び事業者等の意見を反映するよう必要な措置

を講じなければならない。 

４ 市長は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前３項の規定は、基本計画を変更する場合について、これを準用する。 

 （施策の策定等に当たっての配慮） 

第11条 市は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに
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当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。 

 （実施状況の公表） 

第12条 市長は、毎年１回、男女共同参画施策の推進状況を明らかにするため、基本計画に定める施

策の実施状況を公表しなければならない。 

 （付属機関等における男女共同参画） 

第13条 市長その他の執行機関は、付属機関等の委員を委嘱し、又は任命する場合は、市の政策の立

案及び決定過程に男女が共同して参画する機会を確保するよう努めるものとする。 

 （市民及び事業者等の理解を深めるための措置） 

第14条 市は、広報活動、学校教育及び生涯学習等に係る機会を通じて、基本理念に関する市民及び

事業者等の理解を深めるよう適切な措置を講じなければならない。 

 （市民等の申出） 

第15条 市民及び事業者等は、市が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画社会の形成に影響を

及ぼすと認められる施策に関し、市長に対し意見等の申出をすることができる。 

２ 市民は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権

が侵害された場合は、市長に対し相談の申出をすることができる。 

３ 市長は、前２項の規定による申出を受けたときは、関係機関等と連携し、迅速かつ適切に対応す

るものとする。 

 （調査研究） 

第16条 市は、男女共同参画施策の策定に必要な調査研究を推進するよう努めるものとする。 

   第３章 羽村市男女共同参画推進会議 

 （設置） 

第17条 男女共同参画施策の充実及び推進を図るため、市長の付属機関として、羽村市男女共同参画

推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第18条 推進会議は、次の各号に掲げる事項について調査及び検討し、必要に応じて市長に報告又は

提言する。 

 (１) 基本計画の策定及び変更等男女共同参画施策に関する基本的かつ重要な事項 

 (２) 男女共同参画施策の充実及び推進に関する事項 

 (３) 前２号に掲げるもののほか、男女共同参画施策の推進に関し、市長が必要と認める事項 

 （組織） 

第19条 推進会議は、市長が委嘱する委員15人以内をもって組織する。 

 （委員の任期） 

第20条 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （委任） 

第21条 この章に定めるもののほか、推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市規則で定める。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

 （羽村市男女共同参画推進会議条例の廃止） 

２ 羽村市男女共同参画推進会議条例（平成11年条例第19号）は、廃止する。 
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 （基本計画に関する経過措置） 

３ この条例の施行の際、現に定められているはむら男女共同参画推進プランは、第10条第１項の規

定により定めた基本計画とみなす。 

 （推進会議の委員の委嘱等に関する経過措置） 

４ この条例の施行の際、現にこの条例による廃止前の羽村市男女共同参画推進会議条例第３条第２

項の規定により委嘱された委員は、第19条の規定により委嘱された委員とみなし、その任期は、第

20条の規定にかかわらず、平成20年２月13日までとする。 
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５ 羽村市男女共同参画推進会議規則                      

平成19年３月30日規則第11号 

改正 平成26年３月26日規則第６号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、羽村市男女共同参画推進条例（平成19年条例第11号）第21条の規定に基づき、

羽村市男女共同参画推進会議（以下「推進会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （委員） 

第２条 推進会議の委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (１) 知識経験者 ２人以内 

 (２) 関係団体の構成員 ５人以内 

 (３) 市民公募委員 ６人以内 

 (４) その他市長が必要と認める者 ２人以内 

   一部改正〔平成26年規則６号〕 

 （会長及び副会長） 

第３条 推進会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、推進会議を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故のあるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議及び議事） 

第４条 推進会議は、会長が招集し、議長となる。 

２ 推進会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

 （意見の聴取等） 

第５条 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の会議への出席を求め、意見を聴き、又

は資料の提出を求めることができる。 

 （庶務） 

第６条 推進会議の庶務は、男女共同参画に関する事務を所管する課において処理する。 

 （委任） 

第７条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   付 則 

 この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

   付 則（平成26年３月26日規則第６号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の羽村市男女共同参画推進会議規則第２条によ

り委嘱された委員である者は、改正後の羽村市男女共同参画推進会議規則第２条の規定により委嘱さ

れた委員とみなす。 
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６ 羽村市男女共同参画推進会議名簿                      

■第８期羽村市男女共同参画推進会議（任期：平成26年6月28日～平成28年6月27日） 

区  分 氏名 所属・職等 備考 

知識経験者 

広岡 守穂  中央大学法学部教授  推進会議会長 

神子島 健 
 東京大学大学院総合文化研究科 

 国際社会科学専攻 助教 
 推進会議副会長 

関
係
団
体
の
構
成
員 

 商工業者 藤巻 小百合  羽村市商工会女性部   

 保育 佐藤 晴美  羽村私立保育園協議会   

 ボランティア 古川 光昭  羽村市ボランティア連絡協議会   

 教育 小山 夏樹 
 羽村市公立小中学校 

 校長会・副校長会 
  

 学習団体 天野 湛美  はむら男女共同参画をすすめる会   

市民公募委員 

井上 肇彦     

前田 静恵 
 

  

岡田 千依 
 

  

谷中 芳枝 
 

  

平野 麻紀 
 

  

市長が必要と認める者 

前田 修  青梅公共職業安定所次長  平成 27 年 3 月 31 日まで

田口 貴代  青梅公共職業安定所次長  平成 27 年 4 月 1 日から

三品 孝之  羽村市教育員会指導主事   

※所属・職等は委嘱時のものです。 
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■第９期羽村市男女共同参画推進会議（任期：平成28年6月28日～平成30年6月27日） 

区  分 氏名 所属・職等 備考 

知識経験者 

広岡 守穂  中央大学法学部教授   

神子島 健  成城大学非常勤講師  推進会議会長 

関
係
団
体
の
構
成
員 

 商工業者 松尾 紀子  羽村市商工会女性部  推進会議副会長 

 保育 武藤 清美  羽村私立保育園協議会   

 ボランティア 橋本 庸明  羽村市ボランティア連絡協議会   

 教育 西山 豪一 
 羽村市公立小中学校 

 校長会・副校長会 
  

 学習団体 天野 湛美  はむら男女共同参画をすすめる会   

市民公募委員 

井上 肇彦     

平野 麻紀 
 

  

高松 孝子 
 

  

井上 恵子 
 

  

池田 和生 
 

  

市長が必要と認める者 

田口 貴代  青梅公共職業安定所次長   

田島 由紀子  羽村市教育員会指導主事   

※所属・職等は委嘱時のものです。 
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７ 羽村市男女共同参画推進会議審議経過                    

■第８期羽村市男女共同参画推進会議（※） 

回数 年月日 内容 

第 10 回 
平成 28 年 ・羽村市男女共同参画基本計画施策評価シート（平成 26 年度実績）について 

1 月 18 日 ・次期 羽村市男女共同参画基本計画について     

第 11 回 3 月 22 日 

・羽村市男女共同参画基本計画施策評価シート（平成 26 年度実績）について 

・羽村市男女共同参画基本計画実施計画（平成 28 年度）について 

・（仮称）第４次羽村市男女共同参画基本計画について 

※第４次羽村市男女共同参画基本計画に係る審議経過を抜粋しています。 

 

■第９期羽村市男女共同参画推進会議 

回数 年月日 内容 

第 1 回 

・委嘱状の交付 

平成 28 年 ・男女共同参画推進会議について  

6 月 28 日 ・羽村市男女共同参画基本計画及び平成 28 年度実施計画について 

  ・次期羽村市男女共同参画基本計画について 

第２回 9 月 1 日 

・羽村市男女共同参画基本計画進ちょく状況調査報告書（案） 

 平成 27 年度（2015 年度）実績について 

・第 4 次羽村市男女共同参画基本計画（基本目標１～３）について 

第 3 回 11 月 9 日 

・羽村市男女共同参画基本計画進ちょく状況調査報告書（案） 

 平成 27 年度（2015 年度）実績について 

・第４次羽村市男女共同参画基本計画（基本目標４～６）について 

第 4 回 12 月 8 日 ・第４次羽村市男女共同参画基本計画について（提言案） 
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８ 羽村市男女共同参画推進委員会設置要綱                  

平成12年11月６日羽企企発第7640号 改正 平成14年３月29日羽企行発第13658号 

平成15年５月30日羽企企発第2347号 

平成16年３月31日羽企企第14438号 

平成17年３月31日羽企企発第15077号 

平成18年３月31日羽企企発第15227号 

平成19年３月31日羽企企第15827号 

平成20年４月30日羽企企発第1426号 

平成23年３月31日羽企企発第16091号 

平成24年３月30日羽企企発第17157号 

平成25年12月27日羽企企発第12883号 

平成27年５月12日羽企企発第1730号 

題名改正 平成28年３月31日羽企経発第18947号 

 （設置） 

第１条 羽村市における男女共同参画社会の実現を図るため、羽村市男女共同参画推進委員会（以下

「推進委員会」という。）を設置する。 

   一部改正〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （所掌事項） 

第２条 推進委員会は、次の事項について調査及び検討を行い、その結果を市長に報告する。 

 (１) 男女共同参画社会の実現に向けた計画の策定に関すること。 

 (２) 男女共同参画関係施策の総合的な推進及びその調整に関すること。 

 (３) その他市長が必要と認める事項 

   一部改正〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （組織） 

第３条 推進委員会は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (１) 委員長 副市長 

 (２) 副委員長 教育長 

 (３) 委員 羽村市庁議等の設置及び運営に関する規則（昭和60年規則第18号）第３条第１号に規

定する部長の職にある者 

２ 委員長は、推進委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は委員長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

   全部改正〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （推進委員会） 

第４条 推進委員会は、委員長が招集し、議長となる。 

２ 推進委員会は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の提

出を求めることができる。 

   一部改正〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （部会） 

第５条 第２条に定める所掌事項を遂行するにあたり、推進委員会の下部組織として次の部会を置く。 



    資料 

 

47  

 (１) 基本計画策定部会 

 (２) ＤＶ防止対策部会 

 (３) 庁内連絡部会 

   全部改正〔平成20年羽企企発1426号〕、一部改正〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （基本計画策定部会） 

第６条 基本計画策定部会（以下この条において「部会」という。）は、次の事項について調査・検

討するほか、必要な事項を協議し、部会の審議経過及び結果を推進委員会に報告する。 

 (１) 男女共同参画の基本的な施策に関すること。 

 (２) その他男女共同参画の推進に関すること。 

２ 部会は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (１) 部会長 企画総務部長 

 (２) 副部会長 子ども家庭部長、生涯学習部長 

 (３) 部会員 総務課長、職員課長、市民課長、地域振興課長、産業振興課長、子育て支援課長、生

涯学習総務課長、学校教育課長、社会福祉課庶務係長、高齢福祉介護課高齢福祉係長、健康課健

康推進係長、児童青少年課児童青少年係長、その他部会長が必要と認める者 

３ 部会長は、部会の会務を総理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

５ 部会長は、必要があると認めるときは、部会員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の

提出を求めることができる。 

   追加〔平成20年羽企企発1426号〕、一部改正〔平成23年羽企企発16091号・24年17157

号・27年1730号・28年羽企経発18947号〕 

 （ＤＶ防止対策部会） 

第７条 ＤＶ防止対策部会（以下この条において「部会」という。）は、次の事項について調査・検

討するほか、必要な事項を協議し、部会の審議経過及び結果を推進委員会に報告する。 

 (１) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護と支援等のための関係所管課相互の情報交換、支援

及び連携に係る現状の把握、課題の整理等に関すること。 

 (２) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護と支援等のためのマニュアルの作成及びその管理

運用に関すること。 

 (３) 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護と自立支援等に向けた啓発活動に関すること。 

 (４) その他ＤＶ防止対策に関し必要と認められる事項に関すること。 

２ 部会は、次に掲げる者をもって組織する。 

 (１) 部会長 企画政策課長 

 (２) 副部会長 市民課長、子育て支援課長 

 (３) 部会員 広報広聴課市民相談係長、市民課受付係長、社会福祉課生活福祉係長、高齢福祉介護

課地域包括支援センター係長、健康課健康推進係長、子育て支援課支援係長、子育て支援課子ど

も家庭支援センター係長、学校教育課学務係長、その他部会長が必要と認める者 

３ 部会長は、部会の会務を総理する。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

５ 部会長は、必要があると認めるときは、部会員以外の者の出席を求め、意見を聴き、又は資料の

提出を求めることができる。 
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   追加〔平成20年羽企企発1426号〕、一部改正〔平成25年羽企企発12883号・27年 

   1730号〕 

 （庁内連絡部会） 

第８条 庁内連絡部会（以下この条において「部会」という。）は、次の事項について調査・検討す

るほか、必要な事項を協議し、部会の審議経過及び結果を推進委員会に報告する。 

 (１) 市が発行する刊行物及びテレビはむら、公式サイト等の広報媒体の内容表現に関して男女共同

参画に関するガイドラインの作成及び点検に関すること。 

 (２) 職員向けの男女共同参画研修の企画立案に関すること。 

 (３) その他基本計画の推進に関すること。 

２ 部会は、別表に掲げる選出区分により委員長が任命する部会員をもって組織し、定数は10人とす

る。 

３ 部会員の任期は２年とし、部会員が欠けた場合における補欠の部会員の任期は、前任者の残任期

間とする。ただし、再任は妨げない。 

４ 部会は、男女共同参画施策に関する事務を所管する課の課長が必要に応じて招集する。 

   追加〔平成27年羽企企発1730号〕 

 （庶務） 

第９条 推進委員会の庶務は、男女共同参画に関する事務を所管する課において処理する。 

   一部改正〔平成20年羽企企発1426号・27年1730号〕 

 （委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか推進委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、委員長が定め

る。 

   一部改正〔平成20年羽企企発1426号・27年1730号〕 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成12年11月６日から施行する。 

 （羽村市男女共同参画関連施策事務連絡会設置要綱の廃止） 

２ 羽村市男女共同参画関連施策事務連絡会設置要綱（平成９年羽教社発第3224号）は、廃止する。 

   付 則（平成14年羽企行発第13658号） 

 この要綱は、平成14年４月１日から施行する。 

   付 則（平成15年羽企企発第2347号） 

 この要綱は、平成15年６月１日から施行する。 

   付 則（平成16年羽企企第14438号） 

 この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

   付 則（平成17年羽企企発第15077号） 

 この要綱は、平成17年４月１日から施行する。 

   付 則（平成18年羽企企発第15227号） 

 この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

   付 則（平成19年羽企企第15827号抄） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ この要綱施行の際、現に在職する収入役は、その任期中に限り、なお従前の例により在職するも

のとする。 

９ 第２項の場合においては、第17条の規定による改正後の羽村市男女共同参画推進本部設置要綱第

３条第２項の規定は適用せず、第17条の規定による改正前の羽村市男女共同参画推進本部設置要綱

第３条第２項の規定は、なおその効力を有する。 

   付 則（平成20年羽企企発第1426号抄） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成20年５月１日から施行する。 

   付 則（平成23年３月31日羽企企発第16091号） 

 この要綱は、平成23年４月１日から施行する。 

   付 則（平成24年３月30日羽企企発第17157号） 

 この要綱は、平成24年４月１日から施行する。 

   付 則（平成25年12月27日羽企企発第12883号） 

 この要綱は、平成26年１月３日から施行する。 

   付 則（平成27年５月12日羽企企発第1730号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成27年５月12日から施行する。 

 （羽村市ＤＶ防止対策庁内実務担当者連絡調整会議設置要綱の廃止） 

２ 羽村市ＤＶ防止対策庁内実務担当者連絡調整会議設置要綱（平成20年４月30日羽企企発第

1426号）は、廃止する。 

 （羽村市男女共同参画推進員連絡会設置要綱の廃止） 

３ 羽村市男女共同参画推進員連絡会設置要綱（平成16年11月８日羽企広第8737号）は、廃止す

る。 

   付 則（平成28年３月31日羽企経発第18947号） 

 この要綱は、平成28年４月１日から施行する。 

別表（第８条関係） 

選出区分  選出人員 

企画総務部・議会事務局  １人  

財務部  １人  

市民生活部・会計課  １人  

産業環境部・選挙管理委員会・監査委員事務局 １人  

福祉健康部  ２人  

子ども家庭部  １人  

都市建設部・区画整理部・上下水道部  １人  

教育委員会  ２人  

   追加〔平成27年羽企企発1730号〕、一部改正〔平成28年羽企経発18947号〕 
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９ 羽村市男女共同参画推進委員会名簿                    

■推進委員会名簿 

  職名 氏名 

委 員 長  副市長  北村 健   

副 委 員 長  教育長  桜沢 修   

委 員  議会事務局長  田中 繁生 （竹田 佳弘） 

   企画総務部長  井上 雅彦   

   企画総務部参事  竹田 佳弘  ※1 

   財務部長  早川 正   

   市民生活部長  伊藤 文隆   

   産業環境部長  橋本 昌 （加藤 秀樹） 

   福祉健康部長  粕谷 昇司 （雨倉 久行） 

   子ども家庭部長  郷 良則 （小林 宏子） 

   都市建設部長  細谷 文雄 （加藤 博）※2 

   区画整理部長  石川 直人 （阿部 敏彦）※3 

   区画整理部参事  阿部 敏彦  ※1 

   上下水道部長  田中 祐子 （田中 繁生）※4 

   会計管理者  小林 宏子 （小林 健朗） 

   生涯学習部長  市川 康浩   

   生涯学習部参事  山崎 尚史   

（     ）は前任者 

※１ 平成 28 年 4 月 1 日～ 

※２ 建設部長 

※３ 都市整備部長 

※４ 水道事務所長 

 

■基本計画策定部会員名簿 

  職名 氏名 

部 会 長  企画総務部長  井上 雅彦 

副 部 会 長  子ども家庭部長  郷 良則 

   生涯学習部長  市川 康浩 

部 会 員  総務課長  田中 智文 

   職員課長  森谷 誠 

   市民課長  小林 秀治 

   地域振興課長  羽村 典洋 

   産業振興課長  中島 静樹 
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部 会 員  子育て支援課長  吉岡 泰孝 

   生涯学習総務課長  西尾 洋介 

   学校教育課長  阿部 知宏 

   社会福祉課庶務係長  内藤 陽子 

   高齢福祉介護課高齢福祉係長  宮﨑 恵 

   健康課健康推進係長  関谷 美紀 

   児童青少年課児童青少年係長  小池 雅周 

  
 その他部会長が必要と認める者 

 防災安全課防災係長 
 市川 晃 

 

 

１０ 羽村市男女共同参画推進委員会審議経過                  

■推進委員会 

回数 年月日 内容 

第 1 回 
平成 28 年 ・次期計画策定の方向性について 

3 月 22 日 ・次期計画策定のスケジュールについて 

第２回 8 月 15 日 
・第４次羽村市男女共同参画基本計画の策定について 

 （体系図・基本目標１～３について） 

第 3 回 10 月 3 日 
・第４次羽村市男女共同参画基本計画の策定について 

 （基本目標４～６について） 

第 4 回 11月 29日 ・第４次羽村市男女共同参画基本計画（案）について 

 

■基本計画策定部会 

回数 年月日 内容 

第 1 回 

・次期計画策定の方向性について 

平成 28 年 ・次期計画策定のスケジュールについて 

5 月 18 日 ・第４次羽村市男女共同参画基本計画（案）について 

 （体系図・素案について） 

第２回 7 月 28 日 
・第４次羽村市男女共同参画基本計画の策定について 

 （基本目標１～３について） 

第 3 回 9 月 29 日 
・第４次羽村市男女共同参画基本計画の策定について 

 （基本目標４～６について） 

第 4 回 11月 22日 ・第４次羽村市男女共同参画基本計画（案）について 
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１１ 男女共同参画社会基本法                         

平成11年6月23日法律第78号 

改正 平成11年7月16日法律第102号 

同 平成11年12月22日同第160号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条—第１２条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条—第２０条） 

第３章 男女共同参画会議（第２１条—第２８条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な

取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実

に進められてきたが、なお一層の努力が必要とされて

いる。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等

我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上

で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分か

ち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を十分

に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、

緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実

現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策の推進を図っていく

ことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理

念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、

地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関

する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法

律を制定する。 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、

社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社

会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参

画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに国、

地方公共団体及び国民の責務を明らかにするととも

に、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の

基本となる事項を定めることにより、男女共同参画

社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の

意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等

な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保さ

れ、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的

及び文化的利益を享受することができ、かつ、共

に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男

女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極

的に提供することをいう。 

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人とし

ての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差

別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力

を発揮する機会が確保されることその他の男女の人

権が尊重されることを旨として、行われなければな

らない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会

における制度又は慣行が、性別による固定的な役割

分担等を反映して、男女の社会における活動の選択

に対して中立でない影響を及ぼすことにより、男女

共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれが

あることにかんがみ、社会における制度又は慣行が

男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響

をできる限り中立なものとするように配慮されなけ
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ればならない。 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の

対等な構成員として、国若しくは地方公共団体にお

ける政策又は民間の団体における方針の立案及び決

定に共同して参画する機会が確保されることを旨と

して、行われなければならない。 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する

男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、

家族の介護その他の家庭生活における活動について

家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当

該活動以外の活動を行うことができるようにするこ

とを旨として、行われなければならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会に

おける取組と密接な関係を有していることにかんが

み、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に

行われなければならない。 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同

参画社会の形成についての基本理念（以下「基本理

念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。以

下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を

有する。 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女

共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じ

た施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性

に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の責務） 

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の

社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなけ

ればならない。 

（法制上の措置等） 

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会

の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しな

ければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社

会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした

文書を作成し、これを国会に提出しなければならな

い。 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関

する基本的施策 

（男女共同参画基本計画） 

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計

画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項につい

て定めるものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴い

て、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定が

あったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を

公表しなければならない。 

5 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更に

ついて準用する。 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案

して、当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項に

ついて定めるものとする。 
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一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に

講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を総合的かつ計画的に推進するために必要な

事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男

女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域にお

ける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策に

ついての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画

計画」という。）を定めるように努めなければなら

ない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計

画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならな

い。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形

成に配慮しなければならない。 

（国民の理解を深めるための措置） 

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じ

て、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。 

（苦情の処理等） 

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情

の処理のために必要な措置及び性別による差別的取

扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要

因によって人権が侵害された場合における被害者の

救済を図るために必要な措置を講じなければならな

い。 

（調査研究） 

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共

同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の策定に必要な調査研究を推進するように努めるも

のとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協

調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する

国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要な

措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を

支援するため、情報の提供その他の必要な措置を講

ずるように努めるものとする。 

 

第３章 男女共同参画会議 

（設置） 

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」

という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項

に規定する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関

係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び

重要事項を調査審議すること。 

三 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必

要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し、意見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の

施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を

調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大

臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 

（組織） 

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって

組織する。 

（議長） 

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

（議員） 

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 
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一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣

総理大臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を

有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の

総数の１０分の５未満であってはならない。 

3 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方

の議員の数は、同号に規定する議員の総数の１０分

の４未満であってはならない。 

4 第１項第２号の議員は、非常勤とする。 

（議員の任期） 

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年と

する。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

2 前条第１項第２号の議員は、再任されることがで

きる。 

（資料提出の要求等） 

第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必

要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意

見の開陳、説明その他必要な協力を求めることがで

きる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要

があると認めるときは、前項に規定する者以外の者

に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及

び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、

政令で定める。 

 

附 則 抄（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成9年法律第7

号）は、廃止する。 

附 則 （平成１１年７月１６日法律第１０２

号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平

成１１年法律第８８号）の施行の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

一 略 

二 附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、

第２３条、第２８条並びに第３０条の規定 公布の

日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第２８条 この法律の施行の日の前日において次に掲

げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他

の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の

任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定め

たそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満

了する。 

一から十まで 略 

十一 男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第３０条 第２条から前条までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に

法律で定める。 

附 則 （平成１１年１２月２２日法律第１６

０号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、

平成１３年１月６日から施行する。ただし、次の

各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施

行する。（以下略） 
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１２ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律          

平成13年4月13日法律第31号 

最終改正 平成26年4月23日法律第28号 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等（第２条の２・第２条の３） 

第２章 配偶者暴力相談支援センター等（第３条—第５条） 

第３章 被害者の保護（第６条—第９条の２） 

第４章 保護命令（第１０条—第２２条） 

第５章 雑則（第２３条—第２８条） 

第５章の２ 補則（第２８条の２） 

第６章 罰則（第２９条・第３０条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の

下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に

向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を

も含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者

の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、

配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、

経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を

加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の

妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の

実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被

害者を保護するための施策を講ずることが必要である。

このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めて

いる国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、

自立支援等の体制を整備することにより、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律

を制定する。 

 

第１章 総則 

（定義） 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、

配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する不法

な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものを

いう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な

影響を及ぼす言動（以下この項及び第２８条の２に

おいて「身体に対する暴力等」と総称する。）をい

い、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、

その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴

力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をして

いないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚

したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防

止するとともに、被害者の自立を支援することを含

め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣

及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第５項にお

いて「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本

的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第３項

において「基本方針」という。）を定めなければな

らない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条

第１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市町村
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基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しよ

うとするときは、あらかじめ、関係行政機関の長に

協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道

府県における配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以

下この条において「都道府県基本計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定

めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針

に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該

市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「市町村基本計画」という。）

を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町

村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県

基本計画又は市町村基本計画の作成のために必要な

助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第２章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談

所その他の適切な施設において、当該各施設が配偶

者暴力相談支援センターとしての機能を果たすよう

にするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設におい

て、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとし

ての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を

行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応

ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機

関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的

又は心理学的な指導その他の必要な指導を行う

こと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあ

っては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

６号、第５条及び第８条の３において同じ。）の

緊急時における安全の確保及び一時保護を行う

こと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、

就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の

利用等について、情報の提供、助言、関係機関と

の連絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、

情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の援

助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、

情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他

の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、

又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託し

て行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに

当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団

体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指

導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保
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護を行うことができる。 

 

第３章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった

者からの身体に対する暴力に限る。以下この章にお

いて同じ。）を受けている者を発見した者は、その

旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報

するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にか

かったと認められる者を発見したときは、その旨を

配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報する

ことができる。この場合において、その者の意思を

尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治４０年法律第４５号）の秘密漏示罪の規

定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項

の規定により通報することを妨げるものと解釈して

はならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当た

り、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にか

かったと認められる者を発見したときは、その者に

対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用につい

て、その有する情報を提供するよう努めなければな

らない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につい

ての説明等） 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関す

る通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被

害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴力

相談支援センターが行う業務の内容について説明及

び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを

勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行

われていると認めるときは、警察法（昭和２９年法

律第１６２号）、警察官職務執行法（昭和２３年法

律第１３６号）その他の法令の定めるところにより、

暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴

力による被害の発生を防止するために必要措置を講

ずるよう努めなければならない。 

 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警

察本部の所在地を包括する方面を除く方面について

は、方面本部長。第１５条第３項において同じ。）

又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者

から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止する

ための援助を受けたい旨の申出があり、その申出を

相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受け

ている者に対し、国家公安委員会規則で定めるとこ

ろにより、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止

するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）に

定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事

務所」という。）は、生活保護法（昭和２５年法律

第１４４号）、児童福祉法（昭和２２年法律第１６

４号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９

年法律第１２９号）その他の法令の定めるところに

より、被害者の自立を支援するために必要な措置を

講ずるよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、

福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関その他

の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、

その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図り

ながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職

員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受

けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努

めるものとする。 

 

第４章 保護命令 

（保護命令） 

第１０条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し

害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この

章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章

において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴

力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更

なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する
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暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であ

った者から引き続き受ける身体に対する暴力。第１

２条第１項第２号において同じ。）により、配偶者

からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合に

あっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者

が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあ

っては、当該配偶者であった者から引き続き受ける

身体に対する暴力。同号において同じ。）により、

その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大

きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力

又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離

婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあって

は、当該配偶者であった者。以下この条、同項第３

号及び第４号並びに第１８条第１項において同じ。）

に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。

ただし、第２号に掲げる事項については、申立ての

時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共

にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して６月間、被

害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）そ

の他の場所において被害者の身辺につきまとい、

又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被

害者と共に生活の本拠としている住居から退去

すること及び当該住居の付近をはいかいしては

ならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号の規

定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、

被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が

加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令

の効力が生じた日から起算して６月を経過する日ま

での間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの

行為もしてはならないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

 二 その行動を監視していると思わせるような事項

を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得な

い場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを

送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後１０時から

午前６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ

装置を用いて送信し、又は電子メールを送信する

こと。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪

の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得

る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくは

その知り得る状態に置き、 又はその性的羞恥心

を害する文書、図画その他の物を送付し、若しく

はその知り得る状態に置くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその

成年に達しない子（以下この項及び次項並びに第１

２条第１項第３号において単に「子」という。）と

同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連

れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他

の事情があることから被害者がその同居している子

に関して配偶者と面会することを余儀なくされるこ

とを防止するため必要があると認めるときは、第１

項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は

身体に危害が加えられることを防止するため、当該

配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の

規定による命令の効力が生じた日から起算して６月

を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者

と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この

項において同じ。）、就学する学校その他の場所に

おいて当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住

居、就学する学校その他その通常所在する場所の付

近をはいかいしてはならないことを命ずるものとす

る。ただし、当該子が１５歳以上であるときは、そ

の同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害

者の親族その他被害者と社会生活において密接な関



資料 

 
 

60  

係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者

と同居している者を除く。以下この項及び次項並び

に第１２条第１項第４号において「親族等」という。）

の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行

っていることその他の事情があることから被害者が

その親族等に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認めると

きは、第１項第１号の規定による命令を発する裁判

所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、そ

の生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以

後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起

算して６月を経過する日までの間、当該親族等の住

居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を

除く。以下この項において同じ。）その他の場所に

おいて当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親

族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の

付近をはいかいしてはならないことを命ずるものと

する。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の１５歳未満

の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当

該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である

場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場

合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第１１条 前条第一項の規定による命令の申立てに係

る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄

する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の各号

に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすることがで

きる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴

力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第１２条 第１０条第１項から第４項までの規定によ

る命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならな

い。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対

する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶

者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶

者から受ける身体に対する暴力により、生命又は

身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認

めるに足りる申立ての時における事情 

三 第１０条第３項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該同居している子

に関して配偶者と面会することを余儀なくされ

ることを防止するため当該命令を発する必要が

あると認めるに足りる申立ての時における事情 

四 第１０条第４項の規定による命令の申立てをす

る場合にあっては、被害者が当該親族等に関して

配偶者と面会することを余儀なくされることを

防止するため当該命令を発する必要があると認

めるに足りる申立ての時における事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職

員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及び

その事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警

察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時

及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置

の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第５

号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合には、

申立書には、同項第１号から第４号までに掲げる事

項についての申立人の供述を記載した書面で公証人

法（明治４１年法律第５３号）第５８条の２第１項

の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第１３条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件につ

いては、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第１４条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会う

ことができる審尋の期日を経なければ、これを発す

ることができない。ただし、その期日を経ることに

より保護命令の申立ての目的を達することができな

い事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第１２条第１項第５号イからニまでに掲
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げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に

対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求め

た際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を

記載した書面の提出を求めるものとする。この場合

において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当

該所属官署の長は、これに速やかに応ずるものとす

る。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配

偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又

は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保

護を求められた職員に対し、同項の規定により書面

の提出を求めた事項に関して更に説明を求めること

ができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第１５条 保護命令の申立てについての決定には、理由

を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経な

いで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足り

る。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手

方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における

言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やか

にその旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管

轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するも

のとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴

力相談支援センターの職員に対し相談し、又は援助

若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に

当該事実に係る第１２条第１項第５号イからニまで

に掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、

速やかに、保護命令を発した旨及びその内容を、当

該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力

相談支援センターが二以上ある場合にあっては、申

立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保

護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援セン

ター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第１６条 保護命令の申立てについての裁判に対して

は、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさ

ない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消し

の原因となることが明らかな事情があることにつき

疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てに

より、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまで

の間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。

事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁判所も、

この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第１０条第１項第１号の規定に

よる命令の効力の停止を命ずる場合において、同条

第２項から第４項までの規定による命令が発せられ

ているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止を

も命じなければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立

てることができない。 

６ 抗告裁判所が第１０条第１項第１号の規定による

命令を取り消す場合において、同条第２項から第４

項までの規定による命令が発せられているときは、

抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければなら

ない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命

令について、第３項若しくは第４項の規定によりそ

の効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを

取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、そ

の旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談

支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並び

に抗告裁判所が保護命令を取り消した場合について

準用する。 

（保護命令の取消し） 

第１７条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の

申立てをした者の申立てがあった場合には、当該保

護命令を取り消さなければならない。第１０条第１

項第１号又は第２項から第４項までの規定による命

令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた

日から起算して３月を経過した後において、同条第

１項第２号の規定による命令にあっては当該命令が

効力を生じた日から起算して２週間を経過した後に
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おいて、これらの命令を受けた者が申し立て、当該

裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がな

いことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第６項の規定は、第１０条第１項第１号の規定

による命令を発した裁判所が前項の規定により当該

命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第１５条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の

場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の

申立て） 

第１８条 第１０条第１項第２号の規定による命令が

発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由

となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の

再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と

共に生活の本拠としている住居から転居しようとす

る被害者がその責めに帰することのできない事由に

より当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算

して２月を経過する日までに当該住居からの転居を

完了することができないことその他の同号の規定に

よる命令を再度発する必要があると認めるべき事情

があるときに限り、当該命令を発するものとする。

ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の

生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当

該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第１２条の規定

の適用については、同条第１項各号列記以外の部分

中「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号

及び第５号に掲げる事項並びに第１８条第１項本文

の事情」と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」

とあるのは「第１号及び第２号に掲げる事項並びに

第１８条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同

項第１号から第４号までに掲げる事項」とあるのは

「同項第１号及び第２号に掲げる事項並びに第１８

条第１項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第１９条 保護命令に関する手続について、当事者は、

裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄

写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に

関する事項の証明書の交付を請求することができる。

ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関

し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の期日の

指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達が

あるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第２０条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の

管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその

職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務

する法務事務官に第１２条第２項（第１８条第２項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第２１条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保

護命令に関する手続に関しては、その性質に反しな

い限り、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）の

規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第２２条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関

する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定

める。 

 

第５章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第２３条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、

裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務

関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、

被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏

まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人

権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘密の

保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者

の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を

深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第２４条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓

発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第２５条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生

のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復さ

せるための方法等に関する調査研究の推進並びに被
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害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努め

るものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第２６条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものと

する。 

（都道府県及び市の支弁） 

第２７条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁し

なければならない。 

一 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務

を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲

げる費用を除く。） 

二 第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談所

が行う一時保護（同条第４項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場

合を含む。）に要する費用 

三 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する

婦人相談員が行う業務に要する費用 

四 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市

町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事

務に要する費用 

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用を支弁しなければな

らない。 

（国の負担及び補助） 

第２８条 国は、政令の定めるところにより、都道府県

が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同

項第１号及び第２号に掲げるものについては、その

１０分の５を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費

用の１０分の５以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第１項の規定により支弁した費

用のうち、同項第３号及び第４号に掲げるもの 

二 市が前条第２項の規定により支弁した費用 

第５章の２ 補則 

（この法律の準用） 

第２８条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの

規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係にお

ける共同生活に類する共同生活を営んでいないもの

を除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該

関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、

当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を受

けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっ

ては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体

に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者

について準用する。この場合において、これらの規

定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第２８条の

２に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替

えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 

第２条 被害者 被害者（第２８条

の２に規定する

関係にある相手

からの暴力を受

けた者をいう。以

下同じ。） 

第６条第１項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する

関係にある相手

又は同条に規定

する関係にある

相手であった者 

第１０条第１項

から第４項まで、

第１１条第２項

第２号、第１２条

第１項第１号か

ら第４号まで及

び第１８条第１

項 

配偶者 第２８条の２に

規定する関係に

ある相手 

第１０条第１項 婚をし、又はその

婚姻が取り消さ

れた場合 

第２８条の２に

規定する関係を

解消した場合 

 

第６章 罰則 

第２９条 保護命令（前条において読み替えて準用する

第１０条第１項から第４項までの規定によるものを

含む。次条において同じ。）に違反した者は、１年

以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第３０条 第１２条第１項（第１８条第二項の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）又は第２８条

の２において読み替えて準用する第１２条第１項

（第２８条の２において準用する第１８条第２項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定により記載すべき事項について虚偽の記載のある

申立書により保護命令の申立てをした者は、１０万

円以下の過料に処する。 
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附 則〔抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過

した日から施行する。ただし、第２章、第６条（配

偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第７条、第９条（配偶者暴力相談支援センターに係

る部分に限る。）、第２７条及び第２８条の規定は、

平成１４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 平成１４年３月３１日までに婦人相談所に対

し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して

相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合におけ

る当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に

関する第１２条第１項第４号並びに第１４条第２項

及び第３項の規定の適用については、これらの規定

中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦

人相談所」とする。 

（検討） 

第３条 この法律の規定については、この法律の施行後

３年を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、

検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が

講ぜられるものとする。 

附 則〔平成１６年法律第６４号〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過

した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（次項において「旧法」という。）第１０

条の規定による命令の申立てに係る同条の規定によ

る命令に関する事件については、なお従前の例によ

る。 

２ 旧法第１０条第２号の規定による命令が発せられ

た後に当該命令の申立ての理由となった身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼす

ものと同一の事実を理由とするこの法律による改正

後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律（以下「新法」という。）第１０条第１項

第２号の規定による命令の申立て（この法律の施行

後最初にされるものに限る。）があった場合におけ

る新法第１８条第１項の規定の適用については、同

項中「２月」とあるのは、「２週間」とする。 

（検討） 

第３条 新法の規定については、この法律の施行後３年

を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が

加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜら

れるものとする。 

附 則〔平成１９年法律第１１３号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過

した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正

前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関

する法律第１０条の規定による命令の申立てに係る

同条の規定による命令に関する事件については、な

お従前の例による。 

附 則〔平成２５年法律第７２号〕〔抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して６月を経過した

日から施行する。 
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１３ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律              

平成27年9月4日法律第64号 

目次 

第１章 総則（第１条—第４条） 

第２章 基本方針等（第５条・第６条） 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針（第７条） 

第２節 一般事業主行動計画（第８条—第１４条） 

第３節 特定事業主行動計画（第１５条） 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表（第１６条・第１７条） 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第１８条—第２５条） 

第５章 雑則（第２６条—第２８条） 

第６章 罰則（第２９条—第３４条） 

附則 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生

活を営み、又は営もうとする女性がその個性と能力

を十分に発揮して職業生活において活躍すること

（以下「女性の職業生活における活躍」という。）

が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画

社会基本法（平成11年法律第78号）の基本理念に

のっとり、女性の職業生活における活躍の推進につ

いて、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団

体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本

方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活

における活躍を推進するための支援措置等について

定めることにより、女性の職業生活における活躍を

迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重

され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要

の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる

豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生

活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、

自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうと

する女性に対する採用、教育訓練、昇進、職種及び

雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積

極的な提供及びその活用を通じ、かつ、性別による

固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が

女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に

配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよう

にすることを旨として、行われなければならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を

営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の

家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職するこ

とが多いことその他の家庭生活に関する事由が職業

生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、

男女の別を問わず、相互の協力と社会の支援の下に、

育児、介護その他の家庭生活における活動について

家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生

活における活動を行うために必要な環境の整備等に

より、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続

的な両立が可能となることを旨として、行われなけ

ればならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、

女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の

意思が尊重されるべきものであることに留意されな

ければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職

業生活における活躍の推進についての基本原則（次

条及び第５条第１項において「基本原則」という。）

にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に

関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなけ

ればならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、 
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又は雇用しようとする女性労働者に対する職業生活

に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職

業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備

その他の女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を自ら実施するよう努めるとともに、国又は

地方公共団体が実施する女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策に協力しなければならない。  

 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活

における活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体

的に実施するため、女性の職業生活における活躍の

推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）

を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるもの

とする。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基

本的な方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施

策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するため

の支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必

要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に

関する施策に関する重要事項４前３号に掲げ

るもののほか、女性の職業生活における活躍を

推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決

定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があ

ったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければ

ならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府

県の区域内における女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策についての計画（以下この条にお

いて「都道府県推進計画」という。）を定めるよう

努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められ

ているときは、基本方針及び都道府県推進計画）を

勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業

生活における活躍の推進に関する施策についての計

画（次項において「市町村推進計画」という。）を

定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町

村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

 

第３章 事業主行動計画等 

第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、

事業主が女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組を総合的かつ効果的に実施することができる

よう、基本方針に即して、次条第１項に規定する一

般事業主行動計画及び第 15 条第１項に規定する

特定事業主行動計画（次項において「事業主行動計

画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事

業主行動計画策定指針」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事

項につき、事業主行動計画の指針となるべきものを

定めるものとする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の内容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主行動計画策定指針を定め、又は変更したときは、

遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第２節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般

事業主」という。）であって、常時雇用する労働者

の数が３００人を超えるものは、事業主行動計画策

定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主

が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、



    資料 

 

67  

厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣

に届け出なければならない。これを変更したときも、

同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働

省令で定めるところにより、採用した労働者に占め

る女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異、

労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める

女性労働者の割合その他のその事業における女性の

職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性

の職業生活における活躍を推進するために改善すべ

き事情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合において、

前項第２号の目標については、採用する労働者に占

める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異

の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者

に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定

量的に定めなければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定

めるところにより、これを労働者に周知させるため

の措置を講じなければならない。 

５ １項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画

を定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定め

るところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計

画に基づく取組を実施するとともに、一般事業主行

動計画に定められた目標を達成するよう努めなけれ

ばならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三

百人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即し

て、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定

めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよう努

めなければならない。これを変更したときも、同様

とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般

事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場合

について、第４項から第６項までの規定は前項に規

定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又

は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定

による届出をした一般事業主からの申請に基づき、

厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主に

ついて、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なもの

であることその他の厚生労働省令で定める基準に適

合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第 

20 条第１項において「認定一般事業主」という。）

は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役

務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その他

の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品

等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付す

ることができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等

に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付しては

ならない。 

（認定の取消し） 

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号

のいずれかに該当するときは、第９条の認定を取り

消すことができる。 

一 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認

めるとき。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反した

とき。 

三 不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 
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（委託募集の特例等） 

第１２条 承認中小事業主団体の構成員である中小事

業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の

数が３００）人以下のものをいう。以下この項及び

次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体

をして女性の職業生活における活躍の推進に関する

取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせよう

とする場合において、当該承認中小事業主団体が当

該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭

和22年法律第141号）第36条第１項及び第３項の

規定は、当該構成員である中小事業主については、

適用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」と

は、事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の

法律により設立された組合若しくはその連合会であ

って厚生労働省令で定めるもの又は一般社団法人で

中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚

生労働省令で定める要件に該当するものに限る。）

のうち、その構成員である中小事業主に対して女性

の職業生活における活躍の推進に関する取組を実施

するための人材確保に関する相談及び援助を行うも

のであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、

当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令

で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをい

う。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定

する基準に適合しなくなったと認めるときは、同項

の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従

事しようとするときは、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の

労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で定める

ものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第37条第２項の規定は前項の規定によ

る届出があった場合について、同法第５条の３第１

項及び第３項、第５条の４、第39条、第41条第２

項、第48条の３、第48条の４、第50条第１項及び

第２項並びに第51条の２の規定は前項の規定によ

る届出をして労働者の募集に従事する者について、

同法第40条の規定は同項の規定による届出をして

労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与につ

いて、同法第50条第３項及び第４項の規定はこの項

において準用する同条第２項に規定する職権を行う

場合について、それぞれ準用する。この場合におい

て、同法第37条第２項中「労働者の募集を行おうと

する者」とあるのは「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律第12条第４項の規定による届

出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、

同法第41条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃

止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替

えるものとする。 

６ 職業安定法第36条第２項及び第42条の２の規定

の適用については、同法第36条第２項中「前項の」

とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に

従事させようとする者がその被用者以外の者に与え

ようとする」と、同法第42条の２中「第39条に規

定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律（平成27年法律第

64号）第12条第４項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２

項の相談及び援助の実施状況について報告を求める

ことができる。 

第１３条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による

届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業主

団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究

の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募集の

内容又は方法について指導することにより、当該募

集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第１４条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定に

より一般事業主行動計画を策定しようとする一般事

業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主

に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者への

周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく

措置が円滑に実施されるように相談その他の援助の

実施に努めるものとする。 

第３節 特定事業主行動計画 

第１５条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又は

それらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業

主」という。）は、政令で定めるところにより、事

業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動計

画（特定事業主が実施する女性の職業生活における
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活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下

この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を

定めるものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組の実施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更しようとするときは、内閣府令で定めるところに

より、採用した職員に占める女性職員の割合、男女

の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管理的地

位にある職員に占める女性職員の割合その他のその

事務及び事業における女性の職業生活における活躍

に関する状況を把握し、女性の職業生活における活

躍を推進するために改善すべき事情について分析し

た上で、その結果を勘案して、これを定めなければ

ならない。この場合において、前項第２号の目標に

ついては、採用する職員に占める女性職員の割合、

男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、

管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その

他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを職員に周知させる

ための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければな

らない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行

動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなければ

ならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を

実施するとともに、特定事業主行動計画に定められ

た目標を達成するよう努めなければならない。 

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報

の公表） 

第１６条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生

労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、そ

の事業における女性の職業生活における活躍に関す

る情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省

令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営

もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業

における女性の職業生活における活躍に関する情報

を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報

の公表） 

第１７条 特定事業主は、内閣府令で定めるところによ

り、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業

選択に資するよう、その事務及び事業における女性

の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公

表しなければならない。 

 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進す

るための支援措置 

（職業指導等の措置等） 

第１８条 国は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支

援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとす

る。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推

進するため、前項の措置と相まって、職業生活を営

み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関

係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その他の情

報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努

めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の

一部を、その事務を適切に実施することができるも

のとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託

することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又

は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならな

い。 

（財政上の措置等） 

第１９条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する地方公共団体の施策を支援するために必要な

財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるもの
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とする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第２０条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫

その他の特別の法律によって設立された法人であっ

て政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の調

達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一

般事業主その他の女性の職業生活における活躍に関

する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項

において「認定一般事業主等」という。）の受注の

機会の増大その他の必要な施策を実施するものとす

る。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業

主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施

するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第２１条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活にお

ける活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、

かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を

行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組に資するよう、国内外における女性の職

業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情

報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第２３条 当該地方公共団体の区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を

行う国及び地方公共団体の機関（以下この条におい

て「関係機関」という。）は、第１８条第１項の規

定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定によ

り地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女

性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活

用することにより、当該区域において女性の職業生

活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円

滑に実施されるようにするため、関係機関により構

成される協議会（以下「協議会」という。）を組織

することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の

区域内において第１８条第３項の規定による事務の

委託がされている場合には、当該委託を受けた者を

協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認める

ときは、協議会に次に掲げる者を構成員として加え

ることができる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この

項において「関係機関等」という。）が相互の連絡

を図ることにより、女性の職業生活における活躍の

推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携の緊

密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組について協

議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、

内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しな

ければならない。 

（秘密保持義務） 

第２４条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事

務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第２５条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及

び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第２６条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要

があると認めるときは、第８条第１項に規定する一

般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若

しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 

第２７条 第８条から第１２条まで及び前条に規定す

る厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めると

ころにより、その一部を都道府県労働局長に委任す

ることができる。 

（政令への委任） 

第２８条 この法律に定めるもののほか、この法律の実
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施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第６章 罰則 

第２９条 第１２条第五項において準用する職業安定

法第４１条第２項の規定による業務の停止の命令に

違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下

の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以

下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

一 第１８条第４項の規定に違反した者 

二 第２４条の規定に違反した者 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以

下の懲役又は３０万円以下の罰金に処する。 

一 第１２条第４項の規定による届出をしないで、

労働者の募集に従事した者 

二 第１２条第５項において準用する職業安定法第

３７条第２項の規定による指示に従わなかった 

者 

三 第１２条第５項において準用する職業安定法第

３９条又は第４０条の規定に違反した者 

第３２条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万

円以下の罰金に処する。 

一 第１０条第２項の規定に違反した者 

二 第１２条第５項において準用する職業安定法第

５０条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者 

三 第１２条第５項において準用する職業安定法第

５０条第２項の規定による立入り若しくは検査

を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対し

て答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、

使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関し、第２９条、第３１条又は前条の違反行為をし

たときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対しても、各本条の罰金刑を科する。第３４条第２

６条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし

た者は、２０万円以下の過料に処する。 

 

附則 〔抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、

第３章（第７条を除く。）、第５章（第２８条を除

く。）及び第６章（第３０条を除く。）の規定並び

に附則第５条の規定は、平成２８年４月１日から施

行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成３８年３月３１日限り、その

効力を失う。 

２ 第１８条第３項の規定による委託に係る事務に従

事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につ

いては、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）

は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する日後

も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関し

て知り得た秘密については、第２４条の規定（同条

に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用

については、この法律は、第１項の規定にかかわら

ず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するものの

ほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政

令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合

において、この法律の施行の状況を勘案し、必要が

あると認めるときは、この法律の規定について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。 
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１４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章            

平成19年12月18日 策定 

平成22年6月29日 改定 

 

我が国の社会は、人々の働き方に関する意識や環境

が社会経済構造の変化に必ずしも適応しきれず、仕事

と生活が両立しにくい現実に直面している。 

誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上

の責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家庭、

地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持てる健康で

豊かな生活ができるよう、今こそ、社会全体で仕事と

生活の双方の調和の実現を希求していかなければなら

ない。 

仕事と生活の調和と経済成長は車の両輪であり、若

者が経済的に自立し、性や年齢などに関わらず誰もが

意欲と能力を発揮して労働市場に参加することは、我

が国の活力と成長力を高め、ひいては、少子化の流れ

を変え、持続可能な社会の実現にも資することとなる。 

そのような社会の実現に向けて、国民一人ひとりが

積極的に取り組めるよう、ここに、仕事と生活の調和

の必要性、目指すべき社会の姿を示し、新たな決意の

下、官民一体となって取り組んでいくため、政労使の

合意により本憲章を策定する。 

 

〔いま何故仕事と生活の調和が必要なのか〕 

（仕事と生活が両立しにくい現実） 

仕事は、暮らしを支え、生きがいや喜びをもた

らす。同時に、家事・育児、近隣との付き合いな

どの生活も暮らしには欠かすことはできないも

のであり、その充実があってこそ、人生の生きが

い、喜びは倍増する。 

しかし、現実の社会には、 

・安定した仕事に就けず、経済的に自立すること

ができない 

・仕事に追われ、心身の疲労から健康を害しかね

ない、 

・仕事と子育てや老親の介護との両立に悩む 

など仕事と生活の間で問題を抱える人が多く見

られる。 

 

（働き方の二極化等） 

その背景としては、国内外における企業間競争

の激化、長期的な経済の低迷や産業構造の変化に

より、生活の不安を抱える正社員以外の労働者が

大幅に増加する一方で、正社員の労働時間は高止

まりしたままであることが挙げられる。他方、利

益の低迷や生産性向上が困難などの理由から、働

き方の見直しに取り組むことが難しい企業も存

在する。 

（共働き世帯の増加と変わらない働き方・役割分担

意識） 

さらに、人々の生き方も変化している。かつて

は夫が働き、妻が専業主婦として家庭や地域で役

割を担うという姿が一般的であり、現在の働き方

は、このような世帯の姿を前提としたものが多く

残っている。 

しかしながら、今日では、女性の社会参加等が

進み、勤労者世帯の過半数が、共働き世帯になる

等人々の生き方が多様化している一方で働き方

や子育て支援などの社会的基盤は必ずしもこう

した変化に対応したものとなっていない。また、

職場や家庭、地域では、男女の固定的な役割分担

意識が残っている。 

（仕事と生活の相克と家族と地域・社会の変貌） 

このような社会では、結婚や子育てに関する

人々の希望が実現しにくいものになるとともに、

「家族との時間」や「地域で過ごす時間」を持つ

ことも難しくなっている。こうした個人、家族、

地域が抱える諸問題が少子化の大きな要因の１

つであり、それが人口減少にも繋がっているとい

える。 

また、人口減少時代にあっては、社会全体とし

て女性や高齢者の就業参加が不可欠であるが、働

き方や生き方の選択肢が限られている現状では、
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多様な人材を活かすことができない。 

（多様な働き方の模索） 

一方で働く人々においても、様々な職業経験を

通して積極的に自らの職業能力を向上させよう

とする人や、仕事と生活の双方を充実させようと

する人、地域活動への参加等をより重視する人な

どもおり、多様な働き方が模索されている。 

また、仕事と生活の調和に向けた取組を通じて、

「ディーセント・ワーク（働きがいのある人間ら

しい仕事）」の実現に取り組み、職業能力開発や

人材育成、公正な処遇の確保など雇用の質の向上

につなげることが求められている。ディーセン

ト・ワークの推進は、就業を促進し、自立支援に

つなげるという観点からも必要である。 

加えて、労働者の健康を確保し、安心して働く

ことのできる職場環境を実現するために、長時間

労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、メンタル

ヘルス対策等に取り組むことが重要である。 

（多様な選択肢を可能とする仕事と生活の調和の

必要性） 

いま、我々に求められているのは、国民一人ひ

とりの仕事と生活を調和させたいという願いを

実現するとともに、少子化の流れを変え、人口減

少下でも多様な人材が仕事に就けるようにし、我

が国の社会を持続可能で確かなものとする取組

である。 

働き方や生き方に関するこれまでの考え方や

制度の改革に挑戦し、個々人の生き方や子育て期、

中高年期といった人生の各段階に応じて多様な

働き方の選択を可能とする仕事と生活の調和を

実現しなければならない。 

個人の持つ時間は有限である。仕事と生活の調

和の実現は、個人の時間の価値を高め、安心と希

望を実現できる社会づくりに寄与するものであ

り、「新しい公共」※の活動等への参加機会の拡

大などを通じて地域社会の活性化にもつながる

ものである。また、就業期から地域活動への参加

など活動の場を広げることは、生涯を通じた人や

地域とのつながりを得る機会となる。 

※「新しい公共」とは、行政だけでなく、市民や

ＮＰＯ、企業などが積極的に公共的な財・サー

ビスの提供主体となり、教育や子育て、まちづ

くり、介護や福祉などの身近な分野で活躍する

ことを表現するもの。 

（明日への投資） 

仕事と生活の調和の実現に向けた取組は、人口

減少時代において、企業の活力や競争力の源泉で

ある有能な人材の確保・育成・定着の可能性を高

めるものである。とりわけ現状でも人材確保が困

難な中小企業において、その取組の利点は大きく、

これを契機とした業務の見直し等により生産性

向上につなげることも可能である。こうした取組

は、企業にとって「コスト」としてではなく、「明

日への投資」として積極的にとらえるべきである。 

以上のような共通認識のもと、仕事と生活の調

和の実現に官民一体となって取り組んでいくこ

ととする。 

〔仕事と生活の調和が実現した社会の姿〕 

１ 仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国

民一人ひとりがやりがいや充実感を感じなが

ら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭

や地域生活などにおいても、子育て期、中高年

期といった人生の各段階に応じて多様な生き

方が選択・実現できる社会」である。 

具体的には、以下のような社会を目指すべき

である。 

１ 就労による経済的自立が可能な社会 

経済的自立を必要とする者とりわけ若者がい

きいきと働くことができ、かつ、経済的に自立

可能な働き方ができ、結婚や子育てに関する希

望の実現などに向けて、暮らしの経済的基盤が

確保できる。 

２ 健康で豊かな生活のための時間が確保でき

る社会 

働く人々の健康が保持され、家族・友人などと

の充実した時間、自己啓発や地域活動への参加

のための時間などを持てる豊かな生活ができ

る。 
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３ 多様な働き方・生き方が選択できる社会 

性や年齢などにかかわらず、誰もが自らの意欲

と能力を持って様々な働き方や生き方に挑戦

できる機会が提供されており、子育てや親の介

護が必要な時期など個人の置かれた状況に応

じて多様で柔軟な働き方が選択でき、しかも公

正な処遇が確保されている。 

〔関係者が果たすべき役割〕 

２ このような社会の実現のためには、まず労使

を始め国民が積極的に取り組むことはもとよ

り、国や地方公共団体が支援することが重要で

ある。既に仕事と生活の調和の促進に積極的に

取り組む企業もあり、今後はそうした企業にお

ける取組をさらに進め、社会全体の運動として

広げていく必要がある。 

そのための主な関係者の役割は以下のとお

りである。また、各主体の具体的取組について

は別途、「仕事と生活の調和推進のための行動

指針」で定めることとする。 

取組を進めるに当たっては、女性の職域の固

定化につながることのないように、仕事と生活

の両立支援と男性の子育てや介護への関わり

の促進・女性の能力発揮の促進とを併せて進め

ることが必要である。 

（企業と働く者） 

（１）企業とそこで働く者は、協調して生産性の

向上に努めつつ、職場の意識や職場風土の

改革とあわせ働き方の改革に自主的に取

り組む。 

（国民） 

（２）国民の一人ひとりが自らの仕事と生活の調

和の在り方を考え、家庭や地域の中で積極

的な役割を果たす。また、消費者として、

求めようとするサービスの背後にある働

き方に配慮する。 

（国） 

（３）国民全体の仕事と生活の調和の実現は、我

が国社会を持続可能で確かなものとする

上で不可欠であることから、国は、国民運

動を通じた気運の醸成、制度的枠組みの構

築や環境整備などの促進・支援策に積極的

に取り組む。 

（地方公共団体） 

（４）仕事と生活の調和の現状や必要性は地域に

よって異なることから、その推進に際して

は、地方公共団体が自らの創意工夫のもと

に、地域の実情に応じた展開を図る。 
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１５ 用語の解説                                    

あ 行 

●アクティブシニア 

 団塊世代を中心に、自分なりの価値観をもつ元気な世代であり、年齢にかかわりなく仕事や趣味に意欲的で、

社会に対してもアクティブに行動するシニアのこと。 

●育児・介護休業法 

正式名称は、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」。育児または家族

の介護を行う労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう支援することによって、その福祉を増進す

るとともに、合わせて我が国の経済および社会の発展に資することを目的としている。 

●エンパワーメント 

 力をつけること。女性のエンパワーメントは、女性が自分自身の生活と人生を決定する権利と能力を持ち、さ

まざまなレベルの意思決定過程に参画し、社会的・経済的・政治的な状況を変えていく力をもつこと。 

 

か 行 

●家庭責任 

育児や介護など援助が必要な近親者に対する責任（家族的責任）と、家事全般など家庭生活を維持するための

仕事を担う責任をあわせたもの。 

●合計特殊出生率 

15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率の合計で、1 人の女性が一生の間に産む平均子ども数を表す。 

●固定的性別役割分担意識 

男女を問わず個人の能力などによって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、男性、女性とい

う性別を理由として、役割を固定的に分けること。「男は仕事、女は家事・育児」、「男性は主要な業務・女

性は補助的業務」など、固定的な考え方により、性別によってその役割を決めつけ、固定化してしまうこと。 

 

さ 行 

●ジェンダー 

 「社会的・文化的に形成された性別」のこと。社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性

像」、「女性像」があり、このような男性、女性の別をジェンダーという。 

●性的指向 

性的指向とは、人の恋愛・性愛がいずれの性別を対象とするかを表すものであり、具体的には、恋愛・性愛の

対象が異性に向かう異性愛（ヘテロセクシュアル）、同性に向かう同性愛（ホモセクシュアル）、男女両方に

向かう両性愛（バイセクシュアル）を指す。 

●性同一性障害 

生物学的な性別（からだの性別）と性別に対する自己意識・自己認知（こころの性）が一致しない状態である

こと。 

●セーフティネット 

 個人や企業に経済的なリスクが発生したとき、最悪の事態から保護するしくみのこと。 
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た 行 

●男女共同参画社会 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が

確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的および文化的利益を享受することができ、かつ、共に

責任を担うべき社会のこと。 

●男女雇用機会均等法 

正式名称は、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」。憲法第１４条が保障

する法の下の男女平等を雇用の分野で具体化する法律で、労働者は性別によって差別されることなく、女性労

働者は母性を尊重されつつ働くことができるという基本理念を掲げている。 

 

は 行 

●ハラスメント 

人を困らせたり嫌がらせをしたりする行為のこと。ハラスメントには、以下のような種類がある。 

○セクシュアル・ハラスメント（セクハラ） 

相手の意に反した性的な性質の言動を行い、苦痛や不利益を与えたりすること。性的な嫌がらせ。 

○パワー・ハラスメント（パワハラ） 

職務上の地位や人間関係などの優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・肉体的苦痛を与える

または環境を悪化させる行為のこと。 

○マタニティ・ハラスメント（マタハラ） 

働く女性が、妊娠・出産・育児などをきっかけに職場で精神的・肉体的な嫌がらせを受けたり、妊娠・出産・

育児を理由とした、解雇や雇い止め、自主退職の強要で不利益を被ったりするなどの不当な扱いを意味する

ことば。 

○モラル・ハラスメント（モラハラ） 

言葉や態度によって相手に精神的な暴力を与えること。心を傷つけるような言動を繰り返し相手に浴びせ、

相手の心身の健康を害することを指す。 

●ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

さまざまな分野において、活動に参画する機会の男女間の格差を改善するため、必要な範囲内において、男女

のいずれか一方に対し、活動に参画する機会を積極的に提供するものであり、個々の状況に応じて講じる暫定

的な措置のことをいう。 

 

ら 行 

●リベンジポルノ 

交際時に撮影した写真や映像を撮影された人の同意なく、インターネットなどで不特定多数に配布・公開する

ことなどを行う、嫌がらせ行為のこと。 
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わ 行 

●ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発などの、さまざまな活動について、自ら希望するバランスで展開

できる状態をいう。ワーク・ライフ・バランス憲章では、仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民一人

ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいて

も、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」としている。  

 

A～Z 

●DV（ドメスティック・バイオレンス） 

一般的には、配偶者や恋人など親密な関係にあるまたはあった者から振るわれる暴力という意味で使用される

ことが多い。 

●デート DV 

一般的に、結婚前の恋人同士で起こる暴力をいう。暴力には、殴る、蹴るなどの身体的な暴力、人前でバカに

する、脅す、無視する、大声でどなる、携帯電話の着信履歴をチェックして、行動を監視したりする精神的暴

力、借りたお金を返さない、無理に働かせるなどの経済的暴力、性行為の強要などの性的暴力などがある。 

●M 字カーブ 

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳代後半と40歳代後半が山に

なるアルファベットのMのような形になること。これは、結婚や出産を機に労働市場から退出する女性が多く、

子育てが一段落すると再び労働市場に参入するという特徴があるためである。なお、国際的にみると、アメリ

カやスウェーデンなどの欧米先進諸国では、子育て期における就業率の低下はみられない。 

●PDCA サイクル 

Plan（計画）- Do（実施）- Check（検証・評価）- Action（改善）という PDCA マネジメントサイクルに

よって、施策の立案や改善につなげるもの。 

●SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

友人・知人などの社会的ネットワークをインターネット上で提供することを目的とする、コミュニティ型のサ

ービスのこと。 
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